
午前１０時５９分 開議

○議長（角谷英男君） ただいまから平成１４年第

１回泉南市議会定例会継続会を開議いたします。

直ちに本日の会議を開きます。出席議員が法定

数に達しておりますので、会議は適法に成立いた

しました。

なお、５番 真砂 満議員からは欠席の届け出

が、１５番 堀口武視議員からは遅参の届け出が

出ておりますので、報告いたしておきます。

これより日程に入ります。

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

本日の会議録署名議員は、会議規則第８０条の規

定により、議長において１１番 松本雪美君、１

２番 北出寧啓君の両君を指名いたします。

次に、日程第２、前回の議事を継続して一般質

問を議題とし、順次質問を行いますが、先ほど御

報告申し上げましたとおり、本日一般質問を行う

予定の真砂議員が欠席のため、その通告は効力を

失いました。

つきましては、本日の議事予定にありましては

４人の質問にとどめ、過日の議会運営委員会の御

決定どおり、１１日月曜日は２人ということの予

定どおりといたしますので、御了承のほどお願い

申し上げます。

それでは初めに、１２番 北出寧啓君の質問を

許可いたします。北出君。

○１２番（北出寧啓君） おはようございます。市

民わの会を代表して一般質問に入りたいと思いま

す。

真砂議員が残念ながら矢を打ち果て体力を衰退

させ、ともども衰弱しておりますが、唯一奮闘さ

せていただきたいと思います。演壇で倒れた場合

は、介護のほどよろしくお願いいたします。

公明党諸氏らが一般質問に入る前のいろいろ前

口上がたくさんございまして、私も前口上をさし

ていただきたいなと思います。

イスラエル軍の侵攻とパレスチナの砲弾の音が

聞こえてくるようです。きょうも侵攻が起こって

おります。

初めに、世界貿易センタービルの破壊と倒壊ほ

ど残酷で悲惨な大惨事はありませんでした。傷つ

いた人、残された人の怒りや悲しみは深く、無分

－６３－

別の破壊がもたらした世界を危惧せざるを得ませ

ん。無差別テロは許しがたいことです。しかし、

報復は一般民衆を犠牲にした空爆でいいわけはあ

りません。ニューヨーク市立大学の教授ジョン・

ゲラッシュは、あの惨劇の１０日ほど後、次のよ

うに書いています。

あれほど多くの罪なきアメリカ人を殺害した連

中は追及して当然だし、我々は言うまでもなく勝

利するであろう。ビンラディンにもタリバーンに

もイラクにも。その過程で我々は、またもや罪な

き子供たちを少なからず殺すだろう。冬に備える

服もなく、満足な家もない子供たち。なぜ自分が

死罪に値するかを教わろうにも、学校さえ行って

いない２歳や４歳や６歳の子供たちを。さらに彼

は、多国籍企業の最高責任者たちはグローバリゼ

ーションに刃向かう民衆を永久に服従させられる

とほくそ笑むであろう、とも言っております。

いまだアメリカはアフガンへの空爆を続けてい

ます。アメリカ在住のパレスチナ人サイードが言

うまでもなく、ブッシュの言う自由には卑しい物

質的利害が潜んでいます。彼の背後には、石油産

業や軍事産業が、シオニスト圧力団体が存在して

います。そして、アメリカの資本の野望は、今や

アメリカを追い越そうとする中国の石油消費に対

抗して、ペルシャ湾とカスピ海の石油を支配する

ことであり、アフガンへの攻撃は、石油権益にか

かわるペルシャ湾から北部の油田地帯に至るアメ

リカの支配と深くかかわっています。実際、事態

はそのように進展しました。

このように冷戦後圧倒的な軍事的優位を誇るア

メリカには世界のマネーが一極集中し、アメリカ

人はマネーゲームに沸き、私たちの金で消費を謳

歌しています。が、自由な言論が封じられ、排外

的なナショナリズムが徘回してもいるアメリカを

眺めつつ、グローバリズムの名のもとでのこのア

メリカなるものに我が国がいかに踊らされてきた

か、私たちは深く考える時期に来ているように思

えます。

他方、東大の姜尚中教授が、中山太郎氏が会長

を務める衆議院憲法調査会で東北アジア共同の家

構想について話しています。同時に、私たちはア

ジア－アフガン－中近東につながる、サイードの



言うオリエントについて考えをめぐらすときがや

ってきているように思います。

さて、本題に入ります。

第１点、ＮＰＭと行財政改革。

１２月議会で、日本は構造不況が一層悪化し、

日本型福祉国家の行き詰まりから、裁量権、業績、

評価といったマネジメント手法、市場メカニズム

の利用、市民を顧客と見る顧客主義、組織の簡素

化などを内容とするＮＰＭが敷衍し始めていると

述べ、バランスシートの早期完成を要請しました。

今回、ＮＰＭの一手法であるバランスシートが

財政課から出されたので、それを受けて論議を深

めたいと思います。

ＮＰＭは、自治体行政に関して石原俊彦氏の言

うように、確かに１つのパラダイムの転換である

ことには違いありません。上山信一はこれを行政

のルネサンスとも言っています。というのも、ニ

ュー・パブリック・マネジメントは中央－地方の

官によるいわゆるお役所業務、給付行政、あるい

は統治から生活者中心のサービス産業へと転換す

るツールでもあるのです。それは、国家システム

からいえば土建国家から本来の福祉国家へ、地方

行政でいえば公共事業から社会福祉へ、そういう

展開を意味しています。

もはや旧来の行革の３点セットである定数削減、

機構改革、経費節減は、それが当市ではまだまだ

成就されていないにせよ、もはや時代の遺物にな

りつつあります。合規性を重んじる手続論より成

果重視、つまり住民、生活者の満足度が重視され

なければなりません。そして、そのためにこそ新

しい経営手法、つまりＮＰＭが要請されるのです。

ただし、ＮＰＭでは市民を顧客ととらえることで

自治や分権に伴う市民参画と住民負担、そして公

共性の観点がともすれば欠落しがちですが、ここ

での議論ではそのことは不問にします。

さて、バランスシートについて１２月議会でお

尋ねさせていただきましたが、ようやく自治省通

達からほぼ２年が経過した時点で、総務省発の形

式をとって日の目を見ました。もとより、決算統

計活用方式であるとはいえ、また日本の先端都市

からいえばやや遅きに失するとはいえ、昭和４４

年にさかのぼっての長きにわたる財政課の尽力を
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高く評価させていただきたい。

これで負債残高や旧来単年度会計では示されな

かった退職給与引当金等が示され、これだけでも

現金主義会計のコスト計算の限界の一端が示され

てきました。しかし、有形固定資産の大部分を占

める土地評価が取得原価主義であり、時価主義の

導入や連結決算方式を早急に準備しないと、実際

の市の経営状態が正確には把捉できない。あるい

は簡便な決算統計活用方式を採用しているので、

当面は財政部局だけの作業になっている。つまり、

各部署、全職員が参加できていないなどの難点が

あるものの、ようやく本市は形式だけでもＮＰＭ

という新潮流の中に身を置いたと言えます。

全国に先駆けてバランスシート作成に取り組ん

だ臼杵市の目的は、ひとえに財政再建団体に転落

させずに財政再建を行い、他方で顧客主義に立っ

た市民サービスを向上することでしたが、本市で

のバランスシートの作成の主要な意図とその成果、

そして今後の展開をお聞かせ願いたい。

さて、ＮＰＭの議論に戻ります。言うまでもな

く、ＮＰＭの基本原理は、第１に市場経済的枠組

みの導入と活用、第２に福祉国家形成の過程で発

生した住民を受益者としてではなく消費者、顧客

と見る顧客主義、第３に成果志向、第４にエージ

ェンシーなどに見られる権限委譲や分権化等があ

ります。

これらの視点に立って、今動き出している事務

事業の見直し、民営化、外部委託、情報公開やサ

ービス内容の公開、発生主義的会計の導入などが

あります。バランスシートの作成もこのシステム

の枠に位置づけられないと意味がありません。

ここでは、成果志向の観点から行政評価を改め

て取り上げたい。行政評価は言うまでもなく、政

策評価と執行評価に分類され、執行評価はさらに

コスト評価と事務事業評価に分かれます。コスト

評価の出発点としてバランスシートが作成された

と考えますが、今後のコスト評価と事務事業評価

についての考えをお聞きしたい。とりわけプラン

・ドゥー・シーサイクルを踏まえた今後の業績評

価システムの構築をどのように考えられているの

か、お聞きします。ちなみに、滋賀県長浜市では

プラン・ドゥー・シーをドゥー・チェック・アク



ション・プランというふうに変え、ＮＰＭを新都

市経営と呼称しています。

さて、単年度会計を越えて一部発生主義的会計

を導入してきたバランスシートは、旧来のインプ

ット－アウトプット関係からアウトプット－アウ

トカム関係をはらみ、既に業績の効果、顧客とし

ての市民の立場からいえば、施策の満足度あるい

は便益性を必然的に問題としてきます。

一方、執行評価をめぐっては、３年前に中核都

市に導入された外部監査の監査要点である正確性、

合規性、経済性、効率性、有効性があり、とりわ

けエコノミー、エフィシェンシー、エフェクティ

ブネスの３つは３Ｅと呼ばれ、この視点なくして

執行評価はありません。つまり、事務事業評価シ

ステムは正確な行政コスト計算ができなければな

らず、それには発生主義的思考が不可欠です。そ

の点の顧慮、準備のほどを御説明いただきたい。

最後に、今回のバランスシートの作成は、直接

的には総務省の指導及び財政破綻がきっかけでし

ょうが、大きな枠組みでの成果思考並びに顧客サ

ービスに向けた第一歩であるとして、それは当面

の課題は職員の市民サービスとして地方自治体職

員の目的意識の醸成であると同時に、さらにはコ

スト意識の醸成へと向かうものであると考えます

が、その点リーダーの考えをお示しください。

第２点目、農業公園等の公共政策について、中

止あるいは凍結についてお聞きいたします。

行政評価の頭の部分は政策評価でありますが、

それは地方公共団体では総合計画にあるわけです。

しかし、第４次のそれは将来にかかわる話であっ

て、今は継続中の農業公園にかかわって、ＮＰＭ

でいえばアウトカムの部分、平たく言えば財政危

機の最中、校舎の建てかえもできない状況で、市

民の満足度を高めるとも思えない公共事業を継続

する価値があるのか、改めてお尋ねします。

もとより、それは客観的な数値をもとにした評

価でなくてはなりません。大半の基金が底をつき、

平成１５年度の予算が組めるかどうかがうわささ

れている今、あえて農業公園をＰＦＩでと言って

みたところで、私には時間稼ぎにしか見えてきま

せん。確かに、９９年に民間資金等の活用による

公共施設等の推進に関する法律、俗に言うＰＦＩ
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法を背景に苦肉の策として出てきていることは間

違いありません。つまり、現実性に欠けていると

言えましょう。

しかし、ここで確認しておくことがあります。

ＰＦＩは単なる事業手法に矮小化されるものでは

なく、ＶＦＭ、つまりバリュー・フォー・マネー

というコンセプトを持つ公共サービスをいかに提

供するかにかかわる考え方なのです。市民に確実

にサービスが届かなければなりません。かつ、民

間が参加することで収益性も大切な側面となりま

す。私たちの議会の良識で、どう考えてもこの２

点が成り立つとは到底思えません。万という市民

が押しかけるとでも考えているのでしょうか。し

かも、ふれあい自然塾が完成だというのにです。

いずれにせよ、市民の幸福に深くかかわること

であり、地域整備費がたったの二千数百万円に押

し下げられ、各老人集会場の年平均修理費が４万

円を割り、また次年度以降の退職金の支払いもで

きないだろうという財政危機の中、農業公園を推

し進めることにどれほどの意義があるのでしょう

か。

ＰＦＩ理論にのっとって話しましょう。通常、

ＰＦＩ事業の検討方法として、ＯＢＣ、いわゆる

アウトライン・ビジネス・ケースがあります。そ

のフローに従えば、事業の必要性、サービスやパ

フォーマンスの特定、コスト想定とＶＦＭテスト、

リスク移転と契約ストラクチャーテスト、財政可

能性、そして事業運営計画等がありますが、以上

の諸点に関して農業公園の意義と効果をお聞かせ

ください。

第３点として、公教育における障害児の位置と

対策についてお聞きいたします。

日本が前代未聞の不況に陥り、不毛の９０年代

を経て地域社会が解体されつつ、日本人は心のよ

りどころをなくし、子供たちといえば大衆消費社

会で社会から疎遠になりつつ、欲望化、私利私欲

化を深め、今という時代にほとんど希望を見出せ

なくなっています。こうした世相を反映して、学

校で子供たちは粗暴化し、感情移入が難しくなり、

障害者等の弱者へのいじめや暴力が確実にふえて

います。

このような時代にあって、自閉症や児童虐待に



よるＰＴＳＤ症候群などを持つ子供たちのほかに

も、ＬＤ、つまり学習障害やアスペルガー症候群、

つまり高機能自閉症等、特に目立たない形で日々

生きる子供たちが存在し、彼らは恐怖や不安にお

びえつつ、静かに日を暮らしています。例えば、

アスペルガー症候群の場合など、ＩＱが正常であ

るにもかかわらずコミュニケーション障害等を持

ち、公教育にかかわる教師一人一人の細やかな配

慮やケアでようやく安堵できるのです。

児童虐待を受けている生徒はとりわけそうです。

「心的外傷と回復」を書いたジュディー・ハーマ

ンは、ダブルシンクの節で次のように語っていま

す。

被虐待児といえども自分のケアをしてくれる人

に対して一時的愛着を持たなければならないのだ

が、その対象ときたら危険人物か、自分を無視し

ている人物かである。同じように、慰めというも

のが一切ない環境の中で自分を慰める能力を育て

なければならない。

現在、教委で記録されるそうした生徒たちの数

及び直面している困難な課題についてお聞かせ願

いたい。

これにて壇上での御質問を終わりたいと思いま

す。どうもありがとうございました。

○議長（角谷英男君） ただいまの北出議員の質問

に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 北出議員の御質問のうち、

ＮＰＭ（ニュー・パブリック・マネジメント）に

ついて御答弁を申し上げます。

新公共経営とも訳されております行政に民間企

業的な経営方法や考え方を取り入れていくという

方法でございまして、限られた予算や人員を有効

に活用して最大限の市民サービスを提供していく

ことを目的といたしております。

長引く不況等によりまして、自治体を取り巻く

環境は大変厳しい状況にあり、自治体運営にはよ

り一層の創意工夫が必要とされております。行政

に民間企業の経営感覚を取り入れ、市民に望まれ

ているものを可能な限り低コストで提供していく

ことが求められており、公共サービスの提供を商

品としてのサービスを提供する民間ビジネスにな

ぞらえ、最小の経費で最大の効果を生む手法がＮ
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ＰＭでございます。

ＮＰＭの基本は、過程よりも結果を重視する成

果主義であり、今後行革実施項目にも掲げており

ます行政評価制度を導入することにより、市税等

を原資とする予算や人員などの資源をどのくらい

投入し、どれだけの量のサービスを市民に提供し

たか、行政活動の結果、市民の視点で見てどれほ

どの成果があったのかなどを客観的にとらえ、次

の施策等の改革、改善を行っていく手法を検討し

てまいりたいと思います。また、行政評価を全庁

的、全職員的に取り組むことで、職員の意識を市

民に対する成果志向へと変革し、職員の意識風土

を改善していく動機づけを行っていきたいとも考

えております。

次に、バランスシートの意義につきまして御答

弁申し上げます。

現行の自治体会計は、単年度の現金の出入りを

示す歳入歳出決算書などフロー、現金の流れが中

心であり、また支出する金額のうち資産形成に関

するもの、すなわち建設事業費、積立金、市債元

金償還金などでございますが、これと経費的なも

の、すなわち人件費、物件費などの区分がなく、

収入についても国・府からの補助金、地方債、地

方税、基金取崩額などが並列的に扱われています。

このため、市の資産がどのように形成されてき

たか、現在どのぐらい価値があるのかなど、スト

ック、資産や負債の残高に関する情報が十分でな

いと言われてきました。本市では、企業会計的な

発生主義、減価償却費や引当金などの考え方を取

り入れ、資産や資産形成に要した地方債や補助金

など、ストックに関する情報を一覧的に明らかに

するためバランスシートの作成に取り組み、先般

お示しをさせていただいたところでございます。

バランスシートは、資産に対する一般財源、地

方債の比率や将来世代の負担割合など、長期的、

継続的な視点による財務分析に寄与するものであ

ると考えております。また、今後の財政運営等に

役立ててまいりたいと考えております。また、普

通会計だけでなく、他の会計等も含めた連結のバ

ランスシート作成についても今後検討してまいり

たいと考えております。

今回のバランスシートの作成によりまして資産、



負債等の状況を明らかにしてまいりましたが、自

治体の行政活動は将来の世代も利用できる資産だ

けでなく、人的サービスや給付サービスといった

資産の形成につながらないサービスも大きな比重

を占めており、この資産形成につながらない行政

サービスに要する経費（行政コスト）を把握する

ことも重要でございます。

この行政コスト計算書は、民間企業で言う損益

計算書でありますが、この作成につきましては、

その考え方の基礎となっているのがバランスシー

ト作成において用いた減価償却や退職給与引当金

などの考え方でありまして、決算額から資産形成

に要した経費や資産形成の見返り財源となる地方

債の元金償還額等を除き、減価償却費や退職給与

引当金を加えるなどして、資産形成に寄与しない

経費のみのいわゆる行政コストを求めることがで

きると考えられていますので、その作成について

も今後の研究課題といたしたいと思っております。

いずれにいたしましても、今後の行財政運営に

民間企業的な手法を可能な限り取り入れ、効率的

で効果的な運営を行っていくことが本市の重要な

課題であり、市民サービスの向上につながるもの

と考えておりますので、御理解を賜りたく存じま

す。

また、プラン・ドゥー・シーの考え方もお示し

をされたわけでございますが、１点チェックも抜

けているというふうに思います。プラン・ドゥー

・シー・チェックで１つのサイクルができるとい

うことでありまして、これはＩＳＯの思想でもご

ざいます。ですから、今後はそのプラン・ドゥー

・シー・チェックの考え方も取り入れていきたい

と、このように考えている次第でございます。

○議長（角谷英男君） 山内都市整備部長。

○都市整備部長（山内 洋君） 何か、農業公園整

備事業が学校教育施設の整備や、また福祉施策の

充実を阻害するように聞こえるわけでございます

が、この事業については、花卉団地に隣接すると

いう立地条件を生かしまして、花と緑に包まれた

豊かな自然の中で、市民が花摘みや農作物の栽培

など農との触れ合いを通じたレクリエーションの

場を提供するということで、議会も一致して取り

組んでまいった事業でございます。

－６７－

また、泉南市農業の特産であります切り花のＰ

Ｒにもつながり、地域農業の振興を図る上でも重

要な拠点的施設であるとして事業を実施しておる

ところでございます。

ＰＦＩ手法の導入につきましての検討でござい

ますが、農業公園の管理・運営について民間のノ

ウハウを活用する方がより低廉かつ良質な公共サ

ービスの提供が期待されるということで、その１

つの手法として取り組んでまいっておるところで

ございます。現在、多くの自治体におきましても

検討がなされているＰＦＩ手法についての導入の

可能性の調査検討を行っております。

ＰＦＩ手法の導入については、議員御指摘のと

おり、バリュー・フォー・マネーがあることが前

提条件となります。バリュー・フォー・マネーと

は、納税者である市民にとって税金の持つ価値を

最大化しようという考えでございまして、バリュ

ー・フォー・マネーの算定は公共がみずから実施

する従来の公共事業手法でのコストとＰＦＩ手法

によるコストとの比較で行い、ＰＦＩ手法による

方がコストが少ない場合にバリュー・フォー・マ

ネーがあることとなっております。この場合、Ｐ

ＦＩ手法が管理・運営も含めた事業期間全体を通

しての評価を目指していることから、その比較に

おいても事業期間全体におけるコストによって行

うこととなり、事業期間全体でコスト削減を図る

ことができるものと考えております。

また、ＰＦＩ手法の手続におきまして、実施の

方針、ＰＦＩ事業の評価、選定、民間事業者の募

集、評価、選定においてその結果等を公表するこ

ととなっております。事業評価がなされるととも

に、事業の透明性が確保されるものと考えており

ます。また、他所で先行して進められておるＰＦ

Ｉ事業については、いわゆる箱物施設が中心とな

っておりまして、農業公園関連では事例が少ない

ため、どのような民間事業者が興味を持っている

のか、どのような事業方式が農業公園に適してい

るかと、こういうことの把握が困難であります。

このために民間事業者の意向を把握する目的で

事業検討会を先月に開催いたしたところでありま

す。現在、アンケート調査中でございまして、そ

の結果をもとに事業スキームの検討を行うことと



いたしております。１３億になる用地取得費、こ

れをどう市民に還元するかが肝要でございまして、

今後ともシンク・グローバリー、アクト・カント

リーで取り組んでまいります。

○議長（角谷英男君） 亀田教育長。

○教育長（亀田章道君） 障害児教育についての泉

南市教育委員会での現状と対応につきまして御答

弁を申し上げたいと思います。

本市の養護学級の現状は、平成１３年度小学校

１１校中１０学級、また中学校は４校中４学級に

設置されております。学級種別、在籍者数につき

ましては、情緒障害が４学級９名、知的障害１０

学級２４名でございます。

本市の養護教育の基本方針は、心身に障害があ

るため教育上特別な配慮を必要とする幼児・児童

・生徒に対しては、その心身の障害の状態や発達

段階に応じてよりよい環境を整え、その可能性を

最大限に伸ばし、可能な限り積極的に社会に参加

する人間に育てるために養護教育の充実に努めて

おるところでございます。

各学校の養護学級での教育は、障害のある児童

・生徒一人一人の障害の状況に応じた教育課程を

編成し、個に応じた適切な指導を行っております。

具体的には、日常生活の指導といたしまして衣服

の着脱や整理整とん、食事、掃除、あいさつなど、

１日の生活の流れに沿って繰り返し学習させ、正

しい習慣として身につくよう指導いたしておりま

す。

生活単元学習は、領域、教科を合わせた指導の

形態の１つで、行事や季節を題材として構成し、

具体的な活動を通して各教科の内容を指導してま

いっております。教科の指導におきましては、国

語、算数を中心に反復練習をすることにより学習

内容をしっかり身につけさせていきます。また、

学習内容がよく理解できるようにコンピューター

等の教材、教具を使って工夫をいたしております。

通常の学級での教育は、可能な限り障害のある

児童・生徒と障害のない児童・生徒とがともに学

び、ともに育つように配慮し、互いに理解を深め

ることによりまして好ましい人間関係の育成に努

めております。さらに、全児童・生徒に障害のあ

る人に対する正しい理解と認識を深めさせるよう
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な取り組みも行っております。

具体的には、生活、体育、音楽、図工、美術、

技術課程、あるいは家庭学級、総合的な学習の時

間、クラブ活動、学校行事等は通常の学級で集団

参加を円滑にするための経験を深めております。

また、休憩時間に養護学級を開放し、ともに学ぶ

機会をつくったりもいたしております。

子供たちの教育、個性を尊重する、個性として

認めること、これは大切なことではありますが、

一人一人の子供に合わせた特別なかかわりがあっ

てその教育が生きてくるところでございます。特

に障害児教育におきましては、個人の特性、ある

いは状態に応じましたきめ細やかな教育を進める

とともに、すべての園児・児童・生徒が生活する

中で障害児への理解と豊かな福祉意識をはぐくむ

教育活動が大切であります。

子供たちの心理状況の配慮もなく学習指導を進

めてまいりますと、その子供たちの学習能力の改

善が見られないばかりか、ますますやる気をなく

し、さまざまな他の行為障害を示すようになった

りもするところでございます。

特に、先ほど議員も御指摘いただきましたＬＤ

児、いわゆる学習障害児やあるいはＡＤＨＤ児へ

の理解を深め、かかわり方、支援の仕方等大変大

事なところでございますので、現場の先生方にも

研修を受けていただいたりということで、養護学

級担任の先生だけではなく、ほかの先生方も専門

的な教育技術の向上、教職員の共通理解と認識を

高め、全校的な協力体制の確立を進めていくこと

が大事であると考えてございます。今後とも、保

護者と連携いたしまして子供個々の実態に応じた

適切できめ細やかな指導ができるように教育委員

会といたしましても支援をしてまいりたいと、こ

のように考えてございます。

以上でございます。

○議長（角谷英男君） 北出君。

○１２番（北出寧啓君） では、教育委員会の方か

らお尋ねさしていただきます。

とりわけ障害児対策というのはかなり形ができ

上がってきてると思うんですよね。皆さんよく努

力されてると思うんですけども、最近の傾向とし

ては、ＬＤとか、ＰＴＳＤというか児童虐待とい



うのがいろんな形であると思うんですよね。だか

ら、それを個々の教師がどうとらえられるかとい

う、そういう子供ですね。見えにくいと思うんで

すよね。

そうしてまた同時に、生徒同士の関係において

乗り越えというんですか、基礎的な信頼関係みた

いな形成とか、そういうことに取り組んでいかな

きゃならない。そういう見えない形のものが今改

めてＬＤとか等で表へ出てきてる。その辺の対策

についてはどの程度までやられてるのか、ちょっ

とお聞きしたいと思うんですが。

○議長（角谷英男君） 亀田教育長。

○教育長（亀田章道君） 先ほどもお答えをいたし

ました中にもあったんですけれども、いわゆる目

に見えないような形で、今までは種別としての障

害児ということのはっきり見えた形で出てまいっ

ている子供たちもおりましたけれども、最近とみ

にこの辺の研究が、日本ではおくれておったわけ

ですけれども、ＬＤあるいはＡＤＨＤ児というこ

とで、一般、通常学級の中にもそういった子供た

ちがおると。特別お医者の判断をいただきまして

ＬＤ児あるはＡＤＨＤという子供であると、障害

児学級ということで入級をしていただいての指導

もいたしております。

これは、先ほども申し上げましたように養護学

級の担任だけではなくて、学校全体、教職員がい

わゆるカウンセリングマインドも持ちながらその

辺の発見に努め、対応してまいらねばいけない。

学校全体としての取り組みをしていかないといか

んということで、各学級数名そういった子供たち

がおるのではないだろうかということで研修を深

めて、その辺の発見に努めたりいたしております。

あるいはまた、児童虐待につきましては、各学

校の方にも指示を出しまして、そういう兆候が見

受けられたり、あるいは保護者あるいは他の家庭

からの連絡というんですか、こういうものがあっ

た折には各学校の範囲でできることであれば各学

校で対応、時には地域の方々、専門機関、教育委

員会の方に連絡を入れていただいて対応してまい

るという、そういうシフトを組んでございます。

今まで、一、二そういった形での報告がございま

して、その対応もしてまいったところでございま
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す。

以上でございます。

○議長（角谷英男君） 北出君。

○１２番（北出寧啓君） 今の教育長のお言葉で、

研修とか一定やられてるように受けとめさしてい

ただいたんですけども、実際そういう研修という

のはどんなふうにどの程度やられてるのかという

ことと、児童虐待なんかの通報義務なんてござい

ますから、法によって定められてますから、その

辺に基づいて報告件数とかわかってる範囲でお示

し願いたいと思います。そして、もし研修等につ

いて今後の予定、どういうふうに取り組んだらい

いか、問題点等があれば同時に御説明いただきた

いと思います。

○議長（角谷英男君） 吉野教育指導部長。

○教育指導部長（吉野木男君） 児童虐待に関する

通報というんですか、今年度ではそういった事案

については、直接的な確認は通報という形のもの

は、そういう形態のものは確認いたしておりませ

んけども、通報という形をとらないまでも、学校

との個別の連携の中でこういった家庭実態に置か

れている子供や生徒がおるということは、幾つか

事例として確認をいたしております。

それから、研修の問題ですけども、これは市の

教育委員会がやる研修、あるいは府教育委員会が

やる研修、それから校内研修と３つの形で、校内

研修についてはそれぞれの学校・園の障害児教育、

養護教育にかかわる課題に即して、子供の実態に

即して研修をやっております。市の教育委員会あ

るいは府の教育委員会につきましては、一定年間

の計画に基づいて４月当初に研修計画をおろして、

それぞれの役割、担当の中で関係の教諭の方に研

修を受けていただいております。

以上でございます。

○議長（角谷英男君） 北出君。

○１２番（北出寧啓君） 児童福祉法の２５条等、

いろんな法文で明文化されておりますけれども、

例えば援助する場合に共感とか受容とか安心感を

持たせるとか、子供自身の自己評価を高めるとか、

そういうことに対して、研修等を含めて教員一人

一人にどこまで周知徹底できてるかという、その

辺をちょっと確認したい。できていなければ今後



どうするかということ。

○議長（角谷英男君） 吉野教育指導部長。

○教育指導部長（吉野木男君） 特に、おっしゃっ

たようにそういった状況に置かれた子供について

だけじゃないんですけども、とりわけそういった

子供については子供に接する手法も含めて、ある

いは心理的な関係も非常に大事で、特に最近はそ

ういった部分の研修に重点を置いておりますが、

全教職員に細かく徹底してるという状況では決し

てないし、最近、先ほど事例的に挙げました今ま

でにはない障害というんですかね、そういった面

につきましては、決して研修が十分であるとは言

えないと思いますので、今後の重点的な研修課題

にしていきたいというふうに考えております。

以上でございます。

○議長（角谷英男君） 北出君。

○１２番（北出寧啓君） 今後、行き届いた配慮の

ある施策を実施されるようにお願い申しておきま

す。

それではＮＰＭに関して御質問さしていただき

ます。

市長がさっきおっしゃられたプラン・ドゥー・

シーでチェックがやれてないじゃないかというふ

うな発言がございましたけども、一応長浜市の例

でドゥー・チェック・アクション・プランという

ふうなことがあるというふうに私は指摘さしても

らったつもりです。

今おっしゃられた範囲でも、行政コストですね。

コスト評価あるいは事務事業評価については、今

後徹底してやるという方向を持っていらっしゃる

のか、その辺についてお聞かせ願いたいと思いま

す。

○議長（角谷英男君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 事業評価については事前、

それから事業中、事後と３つに大きく分かれると

いうふうに思います。泉南市も事業中の評価につ

いては、既に砂川樫井線とか、あるいは公共下水

道とか、着工して１０年以上経過してる事業につ

いては、もう数年前に学識あるいは民間の方々も

入っていただいて評価済みでございます。

事後はまだそういうビッグなプロジェクトが終

了しておりませんので、事後はその事業が終わっ
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た後５年後ぐらいにもう一度チェックをかけると、

こういうことですから、それはまだやっておりま

せん。今後、そういう大きな事業が完成した後、

数年後、５年後以降ぐらいにそういうチェックを

やるということは必要かなというふうには思って

おります。

それと、バランスシートの関係で、現在バラン

スシートだけのお示しでございますけども、今後

行政コストについてもそういう資料を分析してつ

くっていく必要があるんじゃないかということで

ございますけども、これについては手法がまだ十

分確立されていない部分もありまして、我々も勉

強はいたしております。ただ、これも大変な作業

になりまして、非常に難しい面がございますけど

も、やはりバランスシートだけではなくて、バラ

ンスシートとコスト計算というのが１つの対だと

いう考えは持っておりますので、今後ともそうい

う考え方で研究を進め、また適当な時期にそうい

うこともやっていきたいと、このように考えてお

ります。

○議長（角谷英男君） 北出君。

○１２番（北出寧啓君） それで、第１段階として、

今回のバランスシート、インターネットを通じて

市民に提示するという形も考えられていらっしゃ

ると思うんですけども、ちょっと読みにくいと思

うんですよね。だから、その辺をどんなふうに考

えていらっしゃるのか、わかってる範囲でお聞か

せ願いたいんですけれども。

それと、要するにＮＰＭというのは端的に言え

ば職員文化の問題であって、職員のいわゆる目的

意識、自治体職員の目的意識の醸成というか、そ

れから次にコスト意識の醸成ということが大きな

課題になってると思うんですけども、その点との

関係で、バランスシートの作成というのはほとん

どまさにそういう意味では発端なんだと思うんで

す。

その形成過程は、先ほども申し上げたように財

政課ですか、の単独作業になっておりまして、そ

れを職員全体に敷衍する、あるいは市民に提示す

る、その形で自治体職員の目的意識の醸成、コス

ト意識の醸成等について、今後戦略的なお考えが

あればお聞かせ願いたい。



○議長（角谷英男君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） バランスシートが財政課だ

けでということのお話もございましたけども、確

かにつくったのはそこを中心につくりましたけど

も、さまざまな資料提供を含めて、やはり全庁的

な体制でやったつもりでございますし、それから

それが完成した時点で調整会議、各部長が出席し

ておりますが、そこで共通の認識として泉南市の

バランスシートはこういう状態にあると。

なかなかこれ、まだ事例が少ないもんですから、

どういう評価をするかというのがなかなかわかり

にくい部分がありますので、ただ現在わかる範囲

の評価、あるいは他市との比較とか、そういうこ

とについては共通の認識を持たせたところでござ

います。今後はまた、職員研修の中でもこういう

テーマも取り入れて深めていきたいというふうに

思います。

それと、ＰＲの仕方については、広報誌に載せ

るとか、あるいはホームページで発信するなり、

さまざまな方法が考えられますので、それらにつ

いては今検討しているところでございます。

それと、先ほどおっしゃられた他の会計との連

結、企業なんかも連結決算方式に変わってきてる

わけでございますけども、他の特別会計等の連結

という問題も今後視野に入れていきたいというふ

うに思います。他の会計につきましては、特に最

近ですと下水道とかあるわけでございますけども、

これは昭和５０年代ぐらいからスタートしており

ますので、今やっておりますのは昭和４４年以降

のデータを全部インプットしたという大変な作業

があったんですけども、それよりは歴史が浅いも

んですから、そういうデータも入力して、今後１

つの形にできればなというのは思っております。

それと、バランスシートにとどまらず、コスト

計算というもう１つの手法がございますけども、

これもまだ全国的に余り――バランスシートも少

ないんですが、よりまだ着手されてるとこが少な

いというふうに思っておりまして、今後我々の方

も十分そのあたりの勉強もして、そのコスト計算

が可能なようなシステムもつくっていきたいと、

このように思っております。

○議長（角谷英男君） 北出君。

－７１－

○１２番（北出寧啓君） 連結決算で今後やられる

ということで、財政課だけの作業にどちらかとい

うとまだなってる。それは仕方ないと思うんです

よね。最初はね。だから、次から連結決算へ広げ

ていく。水道会計なんかはもともと複式簿記でや

ってますし、当然できてると思うんですけど、下

水道課とか、そういう格好で広げていくと。そこ

を通じて職員意識をもっと醸成さしていくように

やっていただきたいと思います。

それから、コスト計算とかその辺は、歴史的に

見たら細川護煕知事が当初やりかけたと。あれは

ニュージーランドとかアメリカの例を受けて８０

年代の冒頭にやりかけたと。ただ、そのとき日本

はこれだけ財政逼迫しなかったんでつぶれたと。

あるいは、もっといえば８２年ぐらいに日本の税

理士会の近畿税理士支部ですか、始めたけども、

これもつぶれたと。バブルが崩壊して、いわゆる

自治体、中央とも財政破綻を起こして初めて問題

になってくると。

そういう意味で歴史の不可避性はしゃあないか

なと思ってるんですけども、この間三重県の事例

を１２月にお示しさしていただいて、今回長浜市

とか臼杵市とか言わしていただいたんですけども、

大阪府下でいえば６番目か７番目か、早いうちだ

と思います。逆に言えば、財政破綻の密度も濃い

と思うんで、その辺両面があると思うんですけど

も、その辺はいろんな先進的に問題をとらえてい

らっしゃるという部分では、いろいろ取り組みは

今後とも期待はできると思うんで、その辺の実施

に向けて速度を遅めないでやっていただきたいと

思います。その点については要望にとめたいと思

います。

それから、農業公園の問題に移りますけれども、

一定のお答えはいただいたわけですけども、どの

事業にしても、それはそれなりの事物が存在する

限り、その理由はあるわけですから、どの施策で

も理由があるわけですね。だから、議会としては

優先順位をつけて議決するという形ですよね。施

策提言は理事者がつくる。我々はその中で優先順

位を決めて議決さしていただく。それにのっとっ

て理事者がまた執行してもらうという形になりま

すね。



だから、そういう意味で、例えばこの間松本議

員がおっしゃられたような建てかえの校舎の問題、

あるいは先ほど申し上げましたように退職金が１

５年度以降出るのかどうか、退職債の発行が可能

なのかどうか、そういった状況の中で事業凍結と

かの考えも含めて、市長がおっしゃられた１０年

以上経過したものに対しては何らかの協議会か何

かでやられたというふうにお聞きいたしましたけ

ども、１０年たってないやつは見直しとかはまだ

やられてないわけですよね。

だから、やっぱり高度成長が終わった中で諫早

湾の問題もありますし、見直す、凍結しなければ

ならないものは一定凍結して、また再開するとい

うふうなことで、そういう優先順位の選択をして

はどうかということで私は申し上げているわけで

して、その辺を受けとめていただいて、事業部長

がさっき御説明いただいたんですけれども、若干

さっき私はＯＢＣに従って話をさしてもらいまし

たけれども、改めてお聞きします。繰り返しにな

りますが、事業の必要性、サービスやパフォーマ

ンスの特定とか、あるいはコスト問題ですね。今

言ったＶＦＭテストですね。バリュー・フォー・

マネーというその辺の市民サービスとの関係、あ

るいは今まさに僕がお示しいたしました財政の可

能性ですね。いけるのかどうか。退職金が支払え

るのか、校舎の建て直しもできるのか。

そういう財政、大きな枠組みの中での選択肢と

してどうなのか。そして、その事業運営計画にリ

スク移転とか問題がありますよね。例えばＰＦＩ

で民間企業に入ってもらって、そのリスク補てん

をお互いどうしてるのか。当然、集客がなければ

泉南市が補てんしていかなきゃならないわけです

から、その辺の現時点でのＰＦＩでこの間２０社

ほど来ていただいたということをお聞きしており

ますけれども、その辺のできる限り詳細にわたっ

て公開できる範囲で御説明いただきたいと思いま

す。

○議長（角谷英男君） 山内都市整備部長。

○都市整備部長（山内 洋君） 農業公園の整備事

業につきましては、過去２度にわたり事業の完了

期間を延ばしておるわけでございまして、現在は

平成１７年の春には事業完了いたしたいというス

－７２－

ケジュールで取り組んでおるわけでございます。

１３年度の事業につきましては、これは既に用地

については先行取得を含めましてざっと１２億７，

０００万ぐらいに金利も含めてなっておるところ

でございますんで、この部分については買い戻し

をしなければならないという部分は、これはもう

決まっておることでございます。

先ほども申しましたように、これから事業をど

う市民に還元するのが効果的であるかという検討

を、遅いと言われればそれまでなんですけども、

取り組んでいかなければならないということでご

ざいまして、ＰＦＩの導入の手法もこれも１つの

方法ということで、今現在は取り組んでおります。

今年度、３月もう少しですけども、１３年度とし

てはＰＦＩ手法の導入がいけるかどうかという判

断をいたしまして、その結果が出れば、１４年度

中に民間の事業者といろいろ協議もいたしまして、

当然導入するという決定をすれば公募でやってい

くわけでございますけども、このあたりについて

見きわめを行いたいということで今現在は考えて

るとこでございます。

また、事業の評価については、既に工事も始ま

りまして６年経過するわけでございますんで、そ

の都度その都度やっぱり事業についての見直しは

やっていかなければならない。また、それも市民

に対していわゆる説明をしなければならないとい

うアカウンタビリティーですか、これも取り入れ

て取り組んでいかなければならないのではないか

という考えを持っております。

○議長（角谷英男君） １２時１分までです。北出

君。

○１２番（北出寧啓君） ＮＰＭにかかわって、エ

コノミー、エフィシェンシー、エフェクティブネ

スという３Ｅが特に強調される時代ですから、要

するにあいまいで今まで明示されてなかったもの

が、これからはすべて一応よくも悪くも科学的に

明示されると。その辺の洗礼を受けた上で政策な

り、その執行なり、あるいは事務事業なりに対し

て評価が起こってくるわけで、その辺を今後は厳

密に当然やっていただけると思いますけれども。

それと、最大の問題点はやっぱりバランスシー

ト、これ今お出しになって、今後いろんなコスト



評価、事務事業評価云々が出てきて、行き着くと

ころは、やっぱり職員文化というんですか、職員

の意識をどうするかということが最大の問題にな

ってくると思います。それと、もう１つは、やっ

ぱり首長の実行にかかわるリーダーシップだと思

います。この２つがＮＰＭ、新しい行財政改革を

展開するための２つの軸になると思うんですね。

その辺についてお考えのところがあれば、どなた

でもおっしゃっていただけたらと思います。

○議長（角谷英男君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 本市は、いろんな面で他市

に先駆けていろんな施策あるいは手法も取り入れ

てきております。今回のバランスシートも若干、

６番目ということでトップではございませんけれ

ども、いろんな角度から新しい手法なり、新しい

考え方なりというものを先駆的に取り入れていく

ようにしないといけないという、基本的にそうい

う考えを持っております。

御指摘のありましたこれからの都市経営といい

ますか、その辺は確かに今の従来の考え方ではな

かなか成り立っていかない部分になってきてると

いうふうに思っておりますので、今回御指摘いた

だいた点も含めまして、我々の方も再度これから

の行財政、特に行政サービスのあり方ということ

についてはもう一度考えていきたいと、このよう

に考えております。行政コストも、私も研修を受

けてきておりますので、そういう形で大変な作業

には違いがありませんので、そういうものをでき

るだけ早期に取り入れていけたらと、こういうよ

うに思っておりますので、よろしく御理解をいた

だきたいと思います。

○１２番（北出寧啓君） あと何分ですか。

○議長（角谷英男君） あと１分。もうほぼ、１分

以内ですね。北出君。

○１２番（北出寧啓君） それでは、私は今回で退

職される各管理職の方がいらっしゃって、特に事

業部長とは楽しい論戦をこれまで重ねさしていた

だきまして、感謝とともに一言おっしゃっていた

だきたいと思いますが、３０秒でも、１０秒でも

いかがでしょうか。

○議長（角谷英男君） 山内都市整備部長。

○都市整備部長（山内 洋君） 石田治部少輔三成

－７３－

が三条河原でしたかで首をはねられるときに、の

どが乾いたので白湯を欲しいと言ったそうです。

警護の侍が、この場に白湯はないが柿があるとい

うことで、柿を食べてしのいではどうかと言った

そうでございます。そのときに、今に首をはねら

れるのに、何を考えてるんやというようなことで

警護の侍が言ったところ、三成は、武将というも

のは最後の最後まで命を惜しむものだと言うたそ

うでございます。私も３月３１日までは都市整備

部長でございますんで、職務を全うして、あっぱ

れ武将と言われたいというふうに思っております。

○議長（角谷英男君） 以上で北出議員の質問を終

結いたします。

１時まで休憩いたします。

午後０時 １分 休憩

午後１時００分 再開

○副議長（東 重弘君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。

次に、８番 奥和田好吉君の質問を許可いたし

ます。奥和田君。

○８番（奥和田好吉君） ただいま議長のお許しを

得ましたので、通告に従い一般質問をさせていた

だきます。

青少年が絡む事件が多発する中で、もしコンビ

ニの前でたむろする中学生がたばこを吸っている。

教育長、あなたは注意できますか。そんな場面に

出くわしたとき、多くの答えはノーであろう。頻

発する事件報道を見ている大人には、注意したら

何をされるかわからないというおびえすら存在す

る。だからといって放置していいわけがない。管

理職の心得として、部下を褒めるときは人前で、

注意するときは２人だけの会議室でという言葉が

ある。それほど注意という行為には、周囲の目や

恥の感情が密接に関連する。そうした感情を乗り

越え、注意の言葉が相手の心に届くような人間関

係を結ぶことが先であろう。冒頭の問いの本質は、

大人が子供に注意できなくなったのではなく、注

意できるだけの人間関係を結べなくなったのでは

あるまいか。

学校教育の質の向上を図ろうと、東京品川区教

育委員会が全国に先駆けて導入した学校選択制は、

当初子供間の競争が熾烈化するのではないかなど



と懸念され、賛否両論あったが、２年を経過し、

そうした心配は杞憂、取り越し苦労に終わったと

思います。学校間の序列化はほとんど顕在化して

いないし、競争現象も起こっていない。逆に、学

校選択制の導入によって、沈滞化した公立学校を

活性化させるプラス面が出てきている。特色ある

学校づくりを進めようという取り組みによって、

現場の教師の目の色も変わってきているようであ

る。また、来年度から導入する外部による学校評

価制度についても、先見性があると思います。

そこでお伺いしますが、平成１４年度から新学

習指導要領完全実施に当たり、選択教科の充実を

とありますが、この部分のみお聞かせ願いたい。

また、現行の学校教育法は小中一貫校設置を認め

ていないが、埼玉県川口市は新年度から市立幼稚

園、小学校、中学校で実質的な一貫教育の試みを

スタートさせると伺っております。教員を相互に

派遣し合うほか、４月からの新学習指導要領導入

に合わせ、小学校で英語を教えるなどカリキュラ

ムの弾力的な運用も図る考えのようである。

２年間の幼稚園から通い続ける場合、１１年間

にわたって継続性のある教育を受けることになる。

泉南市の教育長として、この問題についてどのよ

うにお考えを持っておられるか、お聞かせ願いた

いと思います。

教育問題２点目は、中学校給食とＩＴ給食導入

についてお伺いします。

福井県武生市では、平成１４年度秋ごろから市

内の中学校でインターネットで給食を注文するＩ

Ｔ給食の導入を検討しております。現在、武生市

では中学校で給食を実施していないが、多くの保

護者が給食を望んでいる。このため、給食につい

て弁当持参、ランチルームメニュー、外注弁当の

３種類の中から選べる選択制を導入するようにな

ったそうであります。

我が泉南市においても、多くの保護者が給食を

望んでおります。長引く不況の中でやむなくお母

さん方が働く家庭が多くなり、中学校給食を望む

方が日増しにふえております。学校給食法の第４

条にも、義務教育諸学校に対しては学校給食が実

施されるよう努めなければならないとの条文がご

ざいます。ところが、同じ義務教育にもかかわら

－７４－

ず、小学校で実施されている給食制度がなぜ中学

校で実施できないのか、疑問に思うところでござ

います。今の給食センターは手狭であるとか、あ

るいは財源がないとか、いろいろあるとは思いま

すが、改めて義務教育という観点から中学校給食

の導入についてどのようにお考えか、お聞かせ願

いたい。その場限りの答弁ではなく、心のこもっ

た答弁をお願いいたします。

大綱２点目は環境問題。

市民からごみ分別の方法がわかりづらいとの声

が寄せられております。ごみを出す際の注意点だ

けでなく、分別されたごみがどのように分別され

るのかなども解説したごみ分別大辞典を作成して

市内全世帯に配布してはどうかと提案申し上げた

い。ちなみに、岩手県花巻市ではごみの分別を円

滑に進めるため、家庭ごみなどをどのように捨て

るかを掲載したごみ分別大辞典２万８，０００部を

市内全世帯に配布しております。この問題につい

て御所見を賜りたいと思います。

２つ目、ごみの不法投棄は社会問題にもなって

おりますが、泉南市としてどのような対策をなさ

れているのか。郵便局と情報提供をされているよ

うですが、波及効果がいまだ出ていないように思

われます。ごみの不法投棄は主に夜に集中するの

ではないかと思いますが、御所見を賜りたいと思

います。

次に３つ目、放置自動車についてお伺いいたし

ます。

現在、泉南市内に放置自動車があふれています

が、放置自動車はまちの美観を損なうだけでなく、

犯罪の温床や交通障害の原因になり、住民生活の

安全を脅かすおそれもあります。現在、泉南市に

は放置自動車は何台ぐらいあるのか、お聞かせ願

いたい。また、自動車放置防止条例を制定しては

と思いますが、御所見を賜りたいと思います。

大綱３点目は、高齢者の入居制度、老後の住ま

いの不安解消についてお伺いいたします。

お年寄りの世帯が急増し、老後の住まいに不安

を感じているお年寄り世帯がふえておりますが、

こうしたお年寄りが安心して暮らせる住宅の確保

を目指す高齢者の居住の安定確保に関する法律、

いわゆる高齢者居住安定確保法が昨年施行されま



した。

国土交通省によると、現在６５歳以上の高齢者

がいる世帯は、全世帯の約３３％の約１，５４０万

世帯を占めています。これが今後１５年間で現在

より３９０万増の約２，０００万世帯に増加すると

見込まれております。しかも、介護保険事業の７

割が在宅介護という調査結果からも、円滑に賃貸

住宅に入居できるシステムづくりや、家の中に段

差などのバリアフリー化の推進が急務となってお

ります。

ところが、お年寄りという理由だけで民間賃貸

住宅への入居を断られたり、長年住みなれた住宅

の契約更新を断られるなどのケースが増加傾向に

あります。背景には、お年寄りが賃貸住宅に入居

した後の病気や事故、家賃不払いといったさまざ

まなトラブルを心配する家主が入居を敬遠する傾

向があります。また、高齢者の加齢に伴う身体機

能の低下に対応した構造、設備の整った住宅供給

は著しくおくれ、そのため高齢者が希望する住宅

に入居しにくい状況にあります。こうした状態に

対応し、家主も安心して貸すことができ、高齢者

も円滑に入居できる賃貸住宅市場への支援策が必

要となります。

そこで、高齢者の入居支援制度の入居保証シス

テムを簡単に説明します。まず、制度の利用希望

者の賃借人は、協力不動産店や家主との間で賃貸

契約を結ぶ際、一定の保証料を市が指定する民間

保証会社に支払います。そして、入居後に病気、

事故などで家賃が支払えなくなり退去する際は、

保証会社は滞納家賃として月額家賃の７カ月分と

原状回復費として３カ月分を限度に家主に対して

弁済します。この弁済の合計が徴収した保険料を

上回り、損失を生じた場合、市に損失分の補償を

請求する仕組みになっております。

２つ目は、外国人の入居差別についてお伺いし

ます。

高齢者の在日外国人となれば、借りるのに保証

人を立てても難しく、賃貸アパートへの入居は二

重、三重の労苦となっております。居住安定確保

法を受け、在日外国人の居住安定を実効性のある

ものにするための入居差別禁止条例といった市の

住宅基本条例の制定が必要となると思いますが、
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いかがでしょうか。高齢者居住安定確保法を踏ま

えた上で、高齢者の入居支援制度の実施をぜひお

願いいたします。

大綱４点目は、行政情報提供サービスでありま

すが、市民が知りたい情報をいつでもお知らせし

ます、しかも２４時間対応で市民に提供できたら、

行政に対する信頼感が出てくるのではないでしょ

うか。電話、ファクス、インターネット、携帯電

話ｉモードの４つの媒体を使って市政の概要、行

事内容、施設の利用案内などの情報を２４時間対

応で提供できる行政情報提供サービスの実施をぜ

ひお願いしたいと思います。

最後に福祉問題。

１つ目、母子手帳について。

母子手帳を親子手帳に変更すれば、父親も育児

参加ができるのではないでしょうか。母子手帳に

ついては、平成１４年度から各市町村の独自のア

イデアを取り入れられる制度に変わったと思いま

すが、この際男性の家庭生活への参画を進める対

策の一環として親子手帳に変更してはどうかと思

いますが、御所見を賜りたいと思います。

２つ目、出産一時金の制度について。

出産一時金３０万円を国民健康保険から医療機

関に直接支払う制度でありますが、この問題につ

いては昨年１２月の定例会での質問で、実施に向

け検討したいとの答弁でありましたが、その後ど

のようになりましたか、お伺いしたいと思います。

３つ目、徘回老人の安全確保でありますが、痴

呆の高齢者が徘回して行方不明になるのを防ぐた

めに、ＰＨＳ端末によって居場所を確認するシス

テムを利用した徘回高齢者家族支援サービスを泉

南市は実施しておりますが、申請手数料が３，５０

０円と高いためか利用が少ない。申請手数料を無

料にするとか、あるいは月額基本料金を下げると

かできないのかとお伺いします。

福祉問題の最後は、聴覚障害者の施策でありま

すが、要約筆記者の養成講座の実施をぜひお願い

したいと思います。今の泉南市の聴覚障害者にお

ける福祉制度は手話通訳者の派遣だけで、要約筆

記者の派遣はありません。それは、結局手話が十

分理解できる人しか利用することができないので

あります。聴覚障害者になったからといって、す



ぐさま手話ができるようになるわけではありませ

ん。手話は覚えるのに数年かかります。ふだん手

話を使う生活環境になれていない人にとって、手

話を覚えるのはなかなか難しいものであります。

だから、途中失聴者や難聴者の中には、手話がよ

くわからないという人も少なくありません。そう

いう人たちにとっては、手話通訳者よりも要約筆

記者の派遣が必要だと思います。また、そのため

には要約筆記者を養成するための講座がどうして

も必要であります。即座に派遣に対応できるシス

テムが必要であります。

以上大綱５点、質問が多岐にわたりましたが、

理事者の皆様方の明快なる御答弁をよろしくお願

いしたいと思います。

○副議長（東 重弘君） ただいまの奥和田議員の

質問に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 私の方から、行政情報サー

ビスの提供問題についてお答えを申し上げます。

行政情報の提供につきましては、広報誌として

の「広報せんなん」の発行、市の主な行事の電話

案内としてテレホンサービスの実施――これは２

４時間でやっております。インターネットを利用

し、平成８年４月１日より開設しております泉南

市のホームページによりまして情報を提供し、平

成１３年１２月２８日からは大阪府内の自治体に

おいて最大件数の１１３件の各種申請書のフォー

マットが市のホームページよりダウンロードも実

施できるサービスを提供しているところでござい

ます。

また、平成１０年３月に開局いたしましたケー

ブルテレビのチャンネル９では、地域情報「南泉

州行政アワー」を映像と文字番組で放送いたして

おり、さまざまなメディアを通じまして情報の提

供に努めるとともに、平成１２年４月１日より情

報公開条例を施行いたしまして、平成１３年７月

からは情報公開コーナーを設置しまして、市民の

皆様の利便性を確保しているところでございます。

さらに、市に閲覧に来られるというだけではな

くて、市民の皆さんが一定人数お集まりのところ

に市の職員を講師として派遣し、泉南市のさまざ

まな内容について情報提供または学んでいただく

という形でのせんなん伝市メールを平成１２年４
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月１日より実施をいたしまして、市民の皆様に活

用いただいてるところでございます。

今回、これらの内容につきましても市民の皆さ

んでテーマを見つけていただくということにいた

しておりましたけども、いざそういうテーマを決

めるというのはなかなかわかりにくいという部分

もあろうかということで、今回こういうチラシを

つくりまして、せんなん伝市メールのＰＲと、裏

側にそれぞれの項目５５項目についてメニュー方

式で見ていただいて、この中から選んでいただく

というような形にいたしたところでございます。

例えば、市役所の仕事とはどんなものかとか、

議会ですと「議会ってなあに」とか、そういう形

でこういう５５項目の中から選んでいただいたら、

市の職員がそちらにお邪魔をして、話題提供なり

説明なりさしていただくということにいたしたと

ころでございます。

また、御指摘の２４時間サービスの対応につき

ましては、今後市のホームページの全面見直しと

内容のさらなる充実を予定しておりまして、その

中で近年爆発的に利用者が増加しております携帯

電話でも一定の行政情報を得られますよう、携帯

電話向けのホームページの作成を検討するなど、

市民ニーズに即応した情報の提供に努めてまいり

ますとともに、各メディアを活用いたしました情

報の提供方法についても今後調査研究をしてまい

りたいと考えておりまして、よりきめ細やかな市

政の情報を市民の皆さんにお伝えできるようにし

てまいりたいというふうに考えております。

○副議長（東 重弘君） 藤岡市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（藤岡芳夫君） 市民生活環境

部の方からは、ごみ問題につきまして御答弁を申

し上げたいと思います。

大量生産、大量消費、大量廃棄、そういうふう

な状況の経済社会から脱却をしまして、生産から

流通、消費、廃棄まで効率的な利用やリサイクル

を進めるということによりまして資源の消費が抑

制され、環境への負荷が少ない循環型社会を形成

することが急務になっています。泉南市につきま

しても、容器包装リサイクル法の完全実施を平成

１２年４月から進めておりまして、泉南清掃事務

組合の清掃工場の方でもそういう分別に対応した



資源化へと作業工程を組んで処理をしている状況

でございます。

現在分別を実施してますのは、可燃ごみ、それ

から不燃ごみ、缶・瓶、ペットボトル、その他プ

ラスチック、その他紙、紙パックの７種の分別を

実施しています。

議員御指摘のように、その他プラスチックの分

別収集が開始されるについて、選別の方法が非常

に難しいというような住民さんの方からの御意見

も本当に多いと。住民さんが分別するのをほんと

に理解しやすいような啓発冊子、これが必要では

ないかということは痛感をしております。つきま

しては、啓発用冊子の作成につきましても十分検

討して、新年度ではそのような形で住民さんの方

にもＰＲをしてまいりたいと、このように考えて

おります。

それから、不法投棄の問題でございます。

不法投棄は夜に集中するのではということで、

体制としまして監視体制を２４時間でやってはど

うかという御意見だと、このように推察をしてお

りますけれども、制約されました職員の配置上、

率直に言いまして２４時間体制をしくというのは

難しいかなというふうに考えます。しかし、そう

いうような考えでは進歩もないということで、ス

タッフ全員で知恵を絞って工夫もし、本市として

対応できるような方策を考えて、不法投棄ができ

なくなるような方策を今後考えてまいりたいと、

このように思っております。

○副議長（東 重弘君） 亀田教育長。

○教育長（亀田章道君） 奥和田議員さんの新学習

指導要領に関しましての御質問にお答えをしたい

と、このように思っております。

今回の指導要領、この４月から小・中学校にお

きまして一斉に展開されるわけですが、この改訂

の背景としましては、受験戦争の過熱化やいじめ、

不登校問題、さらには……（奥和田好吉君「それ

は要りませんよ。選択教科の充実の内容はどうで

すかと、それだけ聞いてるんです」と呼ぶ）はい、

わかりました。

先ほどもその１点についてということの御質問

でしたので、それじゃそこに絞ってお答えを申し

上げたいと、このように思います。
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大きく分けて４つのねらいであったわけなんで

すけれども、一応各学校で特色ある教育、あるい

は特色ある学校ということ、そういうことの創意

工夫を生かすということで、いわゆる選択教科に

ついて、これは中学校における場合でございます

けれども、中学校の選択教科でいわゆる生徒の興

味、関心に基づいた教科や課題、さらには学習の

習熟度に応じた基本的、基礎的学習に時間をかけ

て取り組んだり、あるいは発展的な内容に取り組

んだりできるようにと、生徒の習熟の程度に応じ

た学習が展開できるようになりました。

従前までは選択教科、中学校におきましては各

学年１０５時間――年間でございますが、１０５

時間から１４０時間とか、これは学年によって違

うんですが、１年生では１４０時間、２年生では

１０５時間から２１０時間、３学年では１４０時

間から２８０時間という枠で選択教科に当てる授

業時数がカウントされておりました。

ところが、このうち以前は外国語、今中学校に

おきましては外国語という場合、英語が中心でご

ざいますが、その方に時間をとりまして、大体年

間各学校、学年週に３時間から４時間、１０５時

間から１４０時間がこの選択教科の中に入ってお

ったということで、その分をいわゆる外国語の授

業に使っておりましたけれども、今般の学習指導

要領によりますと、この外国語の時間を年間１０

５時間ということで、もう特設をいたしました。

その中で外国語の指導を進めていく。残りの１年

生から３年生まで学年を追って授業時数は違って

まいりますけれども、１学年で約３０時間まで、

あるいは２学年では５０時間から８５時間の間、

３学年につきましては進路が迫ってくるというこ

とで１０５時間から１６５時間というような、そ

の枠内の中で選択教科に当てる授業時数というこ

とでの設定がされております。これはあくまで最

低限でございますので、各学校の取り組みでは多

少のこの時間からの枠外あるいは枠内という形で

の弾力性は持たせておりますけれども、そういっ

た中で授業展開をしていくと。

先ほども申し上げましたように、いわゆる生徒

の興味、関心、あるいは進路希望等に応じた能力

の伸長を一層実現させるために、この授業時数を



拡大させたということになろうかと思います。

それから、この中で補助的な学習あるいは学習

指導要領に示す内容の理解をより深めるなど、ま

た発展的な学習、それからいわゆる課題別の学習

などを実現可能とさせたところでございます。

あともう１点、幼小中一貫教育についての御質

問でございますが、先ほど議員も御指摘ありまし

たように、埼玉県の川口市におきまして平成１４

年度から幼小中の一貫教育の試みが実施されます。

この１園２校は、国土交通省のスーパー堤防建設

を機に同じ敷地内に新築移転されたという利点を

活用しまして、子供同士だけでの交流ではなく、

授業についても連携しようとする試みであるよう

でございます。

学校教育をより効果的に推進するためには、幼

児教育から中等教育までの教育の一貫性が求めら

れておりまして、子供だけではなく教員同士の交

流、連携も大変重要となってまいります。本市に

おきましても、早くから幼小連携あるいは小中連

携の実践に取り組みますとともに、平成１２年度

からスタートしました全中学校での中学校区単位

で実施されております地域教育協議会の組織の中

におきまして、保育所から中学校までの連携の取

り組みを行うための保幼小中連携部会を組織し、

子供同士の交流や教師の交流、あるいは授業やク

ラブの体験活動等を実施してるところでございま

す。まだまだ十分な取り組みができてるというふ

うには至っておりませんが、今後ともその重要性

を認識いたしまして、取り組みを進めてまいる所

存でございますので、よろしく御理解のほどをお

願い申し上げたいと思います。

○副議長（東 重弘君） 吉野教育指導部長。

○教育指導部長（吉野木男君） 奥和田議員御質問

のＩＴ給食の導入並びに中学校給食の導入につい

て御答弁申し上げます。

まず、本市中学校の現況でございますが、給食

を実施しておりませんので、大半が家庭からの弁

当による昼食でありまして、一部にはパン、牛乳

等の昼食も見られます。御承知のとおり一般的に

学校給食とは、学校給食法第２条に掲げる４項目

の目標を達成するために義務教育諸学校において

その児童または生徒に対して実施される給食と定
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義されており、議員御指摘のように同法４条に、

設置者は当該義務教育諸学校において学校給食が

実施されるよう努めなければならないと定められ

ております。

さて、府下の公立中学校における学校給食の実

施状況ございますが、平成１３年５月１日現在で

完全給食は４６５校中４８校、約１０．３％、次に

補食給食、つまりこれは中学校夜間学級生に供さ

れる給食でございますが、これが４６５校中１１

校、２．４％、牛乳のみの給食が４６５校中４０校、

８．６％。合計しますと、完全給食も含めて４６５

校中９８校ということで２１．１％になっておりま

す。中でも完全給食の実施状況は府下約１割程度

でございまして、比較的低位な状況にございます。

なお、近隣では熊取町、田尻町、岬町、和泉市に

おきまして中学校の完全給食が実施をされており

ます。

さて、本市学校給食センターは、共同調理場に

よる民間委託方式により完全給食を実施いたして

おります。また、学校給食の実施に当たりまして

は、文部科学省の学校給食衛生管理の基準により、

調理後から給食をとるまでの所要時間が２時間以

内と定められております。したがいまして、本市

学校給食センターにおいて中学校の完全給食を新

たに導入するには施設の拡張、厨房機器、関連備

品、配送車等の購入、学校配膳室の新設等が必要

であり、当然そのための新たな財政措置も必要で

あります。

次に、完全給食以外の対応策として、例えば泉

佐野市や貝塚市では給食業者によって調理された

弁当が昼食として供されております。この方式は、

業者から１週間のメニューが事前に示され、生徒

がメニューを選択し、配食されるものであります。

なお、この方式の活用状況でございますが、当

該市町村の生徒数の約４％から５％と聞き及んで

おりますし、導入直後よりも若干減少傾向にある

というふうに聞いております。こういった方式の

場合、子供たちがインターネット等を活用してメ

ニューを選択したり、あるいは発注したりという

ことは技術上可能でございますが、そのためには

そのニーズ把握、また学校現場や給食業者との調

整等が必要であり、検討課題として受けとめさし



ていただきたいというふうに思います。

総じて、議員から従前から御指摘いただいてお

ることでもございますが、今後学校給食や他の方

法等の検討を行うには、その基礎資料として生徒、

保護者、学校現場の意向やニーズの的確な把握が

必要であり、そのための調査を実施した上で財政

事情等も含め関連諸課題を検討し、方向づけを行

いたいと考えておりますので、よろしく御理解賜

りますようお願い申し上げます。

○副議長（東 重弘君） 山内都市整備部長。

○都市整備部長（山内 洋君） 私の方から２点お

答えさせていただきます。

まず、放置自動車の対処でございますが、議員

御指摘のとおり、泉南市内にかなりの自動車を放

置してるという事象がございます。トータル的な

把握は行ってないわけでございますが、平成１２

年度には１７台の放置自動車について警察に照会

をいたしました。そのうち、市の方で１２台を処

理いたしました。平成１３年度には３２台の放置

自動車について警察に照会をいたしました。その

うち市の方で２４台処理をいたしました。差につ

いては、本来放置自動車は放置したものが責任を

持って処分するというのが基本でございますので、

警察からの通知と申しますか、警告で処分をみず

からしたということでございます。

放置自動車の根本的な解決方法としては、条例

を制定してはどうかということでございますが、

自動車の放置は、これは迷惑以上に不法行為でご

ざいますんで、警察が徹底的に取り締まりを行っ

ていただくというのが、これは一番効果があるの

ではないかなというふうに思っております。

また、この間も報道がありましたように、１台

について２万円の購入時にデポジット式に処分費

を購入者から支払っていただくと、そういう制度

もありますが、これが果たして効果があるんかど

うかという部分についても、やってみなけりゃわ

からないところがあるんですが、疑問に思ってる

ところでございます。

我々としても、放置すれば市が勝手に処分して

くれるわというようなことについてたかをくくっ

たことをやられると費用が大変でございますんで、

徹底的に所有者を調べまして、移転の費用とか処

－７９－

分費用、これについては請求をするという考えで

今後とも検討していきたいというふうに思ってお

るとこでございます。

それから、高齢者の入居支援制度についての御

質問でございますが、内容については奥和田議員

御披露のとおりでございます。この制度の趣旨を

踏まえまして、泉南市の方も公営住宅の施策とい

たしましては、市営住宅の前畑Ａ棟、Ｂ棟として

３２戸の高齢者住宅を建設いたしておりますんで、

これらの活用も図ることはもちろんのこと、また

大阪府が予定をしております保健福祉医療ゾーン

へのシルバーハウジングの泉南市民の高齢者の方

の入居のいわゆる優先と申しますか、そのあたり

も検討してまいりたいと思っております。

それからまた、高齢者の方が安心して市営住宅

に入居していただけるようなバリアフリーを取り

入れた住宅の改修や、低層への部屋がえの取り組

み、これらを行ってまいりたいというふうに思っ

ております。

○副議長（東 重弘君） 大田健康福祉部長。

〔奥和田好吉君「時間がないので簡単でよろし

いよ」と呼ぶ〕

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） そ

れでは、私の方から福祉問題について御答弁申し

上げます。

まず、母子手帳についてでございますが、そし

たら簡単にさしていただきたいと思います。

母子手帳につきましては、今回の改正で父親の

育児参加を促進するため、父親、母親両方の育児

休業の取得を記録する欄を設けるとともに、働く

女性、男性のための出産育児に関する制度の欄等

に妊娠中の夫の協力や父親の育児参加に関する記

述を追加するなど、新たな母子健康手帳の内容に

反映させるということになったものでございまし

て、議員御指摘の親子手帳ということでございま

すが、これらも含めまして今後検討してまいりた

いと、このように考えておりますので、御理解の

ほどお願い申し上げます。

それから、出産一時金の受領委任制度でござい

ますが、これにつきましてはさきの１２月議会に

おきまして１４年度中のできるだけ早い時期にと

いうことで御答弁申し上げたわけでございますが、



それ以後、実施できるように医療機関との調整を

含めて導入を検討していると申し上げたところで

ございますが、実施に向けて既に医療機関との調

整も終わりまして、１４年４月１日から実施した

いと、このように考えておるところでございます。

よろしくお願い申し上げます。

それから、徘回老人の安全の確保でございます

が、その対策といたしまして本年度より徘回高齢

者家族支援サービス事業の導入を図ったところで

ございます。本事業といたしましては、痴呆性高

齢者が徘回した場合に早期に発見できるシステム

を活用して、その居場所を家族に伝え、事故の防

止を図るなど、家族が安心して介護できるよう支

援するものでございます。利用に当たりましては、

自己負担といたしまして月３，５００円の基本料金

と、検索料金として１時間当たり、時間帯により

ますが、２００円または４００円の利用料となっ

てございます。今後とも、本制度を利用していた

だけるよう積極的に取り組んでまいりたいと思い

ます。

なお、議員御指摘の利用料につきましては、本

年度より制度化したということもございまして、

今後の利用状況並びに他市の実施状況等も踏まえ

ながら検討してまいりたいと、このように考えて

おるところでございます。

最後に聴覚障害者の関係でございますが、本市

では従前より聴覚・言語機能障害者の日常生活上

のさまざまな場面に本市登録手話通訳奉仕員を派

遣してコミュニケーション確保に努めてまいった

ところでございます。また、平成１２年４月から

は障害者担当窓口に手話通訳指導員１名を配置し、

手話通訳による庁内窓口業務のサポートはもちろ

ん、聴覚・音声・言語機能障害者の日常生活上の

情報提供や相談、手話通訳奉仕員等の養成講座企

画運営等、幅広く施策展開を行っておるところで

ございます。

当該障害をお持ちの方の中には、失聴年齢等の

違いによりまして手話を習得されていない中途失

聴者や高齢の難聴者の方々がおられます。そのよ

うな方々に対しまして、窓口では従前より筆談、

口話などでコミュニケーション確保に努めている

ところでございますが、病院や学校等、各種機関

－８０－

やさまざまな行事におきまして専門的な筆記者に

よりその内容を伝達する要約筆記という方法もご

ざいます。当該サービスの利用を希望される方に

つきましては、大阪府が中途失聴者難聴者協会に

委託して事業展開をしております要約筆記者派遣

サービスを活用する方法もございますが、市独自

の要約筆記者派遣事業や養成講座につきましては、

今後市内での当該ニーズの把握や府下市町村での

実施状況も見ながら検討してまいりたいと、この

ように考えておりますので、よろしく御理解のほ

どお願い申し上げます。

以上でございます。

○副議長（東 重弘君） 答弁漏れはありませんか。

奥和田君。

○８番（奥和田好吉君） まず、教育問題の中学校

給食の導入についてでありますが、できない理由

をるる述べられました。最後の方で、いわゆる保

護者とかそういう関係者にこれから諮っていきた

いという話がございましたけども、六、七年前に

保護者に対してアンケートをとってはどうかとい

う話をしました。これは当時の教育長がそのアン

ケート調査については、保護者に対してのことで

すので実施していきたいということを明確に言っ

ております。その後、そのアンケート調査をして

そのままほっといたのか、あるいはそのまま何も

せずにほっといたのか、お伺いしたい。

○副議長（東 重弘君） 吉野教育指導部長。

○教育指導部長（吉野木男君） 確かに、今御指摘

のとおり平成７年の第４回定例会の場におきまし

て、奥和田議員の方から方向づけの１つの資料と

して保護者、生徒並びに学校現場のアンケートを

とったらどうかと、こういう御指摘に対しまして、

当時答弁といたしましては、調査をいたしますと、

このように議事録等にもございます。

結果でございますが、まことに申しわけござい

ませんが、細かく調べさせていただきましたけど

も、まとまった調査というのはいたしておりませ

ん。このためではございませんが、当時生徒指導

に関する実態把握の調査がございまして、その中

の１項目にいわゆる完全学校給食についてどう考

えるのかということの簡単な設問を入れたものは

ございますけども、先ほど申し上げましたように、



いわゆる中学校における完全給食を検討できる、

あるいは検討に資する調査というものは、申しわ

けございませんが、やっておりません。

以上でございます。

○副議長（東 重弘君） 奥和田君。

○８番（奥和田好吉君） あのね、今の答弁であれ

ば何もしてないと、我々の話をその場限りで答弁

してると、そんな感じですね。国が定めた法律で、

学校給食法というのが昭和２９年になされてるわ

けなんです。この第４条、第５条の中で、ここに

載っておりますけども、義務教育諸学校において

学校給食が実施されるように努めなければならな

いとなってるんですね。

だから、今までこれをやってくださいというこ

とでアンケートをとりますと言ったにもかかわら

ず、努めなければならないのに何にも努めてない

わけなんですわ。教育委員会というのはそういう

ところでしょうか。できる、できんは別にして、

こういうふうにやりますと言ったらそれを即実行

するのがあなた方ではないんでしょうか。非常に

大事な問題ですよ。

長引く不況で、お父さんがリストラに遭い、そ

してアルバイトに行ってわずかな金で生活してい

る。それでは足りないで、お母さんも行ってる。

中学校の子供さんに、１年間始末に始末をして子

供だけには何とかというて弁当をつくって１年間

やり抜いてきた。しかし、それもできなくなった。

お母さんが勤めたために、朝子供が学校に行くと

きにお昼の弁当代として１００円もらって、その

１００円でパンを買うて、学校の片隅で一遍に食

べたらおなかが膨れない、少しずつ食べて、みん

なの前で恥ずかしい。そういう恥ずかしい思いを

しながら食べ盛りの子供が１個のパンを食って我

慢をしている。弁当をつくってくれる家庭はいい

んです。しかし、そういう子供たちがどんどん、

どんどんふえてるんです。教育長、こういう場面

を考えたことがありますか。努力しないというの

は、何もしてないということです。たとえできな

くても、その方向に向けて子供のために何とかし

てやりたいという努力をしていただきたいと思う

んです。答弁願います。

○議長（角谷英男君） 亀田教育長。

－８１－

○教育長（亀田章道君） 今、奥和田議員さんの方

からの御質問でございます中学校の給食について

でございますが、先ほど吉野部長の方からもお答

えさしていただいておりますように、平成７年の

折に教育委員会といたしまして調査をするという

ようなことで答弁を申し上げておりまして、本当

に申しわけない、このように思っております。

今も御指摘いただきましたように、完全給食と

ほかの方策というんですか、こういったことで検

討いたしますためには、平成７年度に続いての二

度のお答えになるかもわかりませんけれども、そ

の基礎資料といたしまして、生徒あるいは保護者、

各学校の現場の意向とかニーズの的確な把握が必

要であるというふうに考えてございますので、そ

のための調査を実施した上で、財政的な事情等も

含め、関連の諸課題を検討して方向づけを行いた

いと、このように考えてございますので、よろし

く御理解を賜りますようお願い申し上げたいと思

います。

○議長（角谷英男君） 奥和田君。

○８番（奥和田好吉君） 時間もございませんので

この程度にとどめますが、泉南市の将来を背負っ

て立つその子供たちのために何とかしてあげてく

ださい。お願いしておきます。

それから、ごみの不法投棄でありますけども、

職員を配置するのは２４時間は無理であるという

話がありましたけども、発想を変えていただきた

いと思うんです、発想を。職員を２４時間そんな

もん無理な話や、そんなことは。ある職員の方も

言っておりました。私が泉南市の職員として在籍

中は、そんなもんは無理ですという話をしており

ましたけども、無理やいうたら無理なんです。で

きないというたらできないんです。しかし、発想

の転換をすればできるんです。

例えばタクシーの会社と提携して、そういう場

面をパッと見つけたらすぐに連絡するとか、ある

いは市民の方たちに、こういうときはこういうふ

うに知らしてください、ファクスでもいいから知

らしてください、そういうふうな語りかけが大事

なんです。何もしないでほっておいたら何もでき

ないんです。しかし、発想の転換をしてそういう

ふうにやっていけばできるんです。



これは栃木県の小山市というとこです。ことし

の１月から、今言うてるタクシー会社とかあるい

は郵便局、それから市民の方たちにもそういうの

をずうっとやっていったら、今ものすごい順調よ

う進んでるらしいんです。そういう放置ごみにつ

いては、不法投棄については、だんだん、だんだ

ん少ななってきたそうなんです。

世界的に有名な女性歌手で宇多田ヒカルという

女性歌手がいらっしゃいます。何ぼもうけてるや

知らんけど、この方のお母さんで藤圭子というの

がいらっしゃいました。よく知ってるんです、向

こうは知らんやろけど。この藤圭子の歌の中に、

夢は夜開く――何の関係もない話やけど、夢は夜

開くか知らんけども、ごみの不法投棄は夜に行わ

れるのが多いんです。泣いたり笑うたり、ごめん

な。頭の回転を切りかえるんです。発想を切りか

えるんです、ばっと。できないと思えばいつまで

たってもできないので、即この問題については実

行していただきたい。でないと市民に大きく迷惑

がかかってるんです。よろしくお願いします。

それから、放置自動車の問題、それから高齢者

の老人の問題、今答弁をいただきましたけども、

的外れの答弁でした。なぜか。聞き取りにだれも

来ない、これ。放置自動車の問題についてやりま

すよと通告してるんです。あるいは高齢者の入居

の問題について支援でやりますよと、両方とも通

告してるにもかかわらず、何の問い合わせも何も

ない。議会を無視してるのか、あるいはどうなん

ですか、これ。あなた方ね、何を質問するかわか

らずに、そのままようのんきにここ本会議に臨め

るなと思う。傲慢なのか、あるいは職務怠慢なの

か。職務怠慢としては甚だしい、こんなことは。

私たちは、市民の声をそのままぶつけてるんで

す。真剣勝負です。遊び事でやってるわけでも何

でもないんです。それをどんな質問をするやわか

らずにそのまま答弁するというのは、的外れで当

たり前の話です。

○議長（角谷英男君） あと２分です。

○８番（奥和田好吉君） ２分だそうです。これ、

時間があったらもっとやりたいけども、私の言う

てること間違ってますか。間違っとったら答えて

ください。

－８２－

○議長（角谷英男君） 時間がありません。答弁お

願いします。山内都市整備部長。

○都市整備部長（山内 洋君） 的確にお答えをい

たしたつもりでございます。

○議長（角谷英男君） 奥和田君。

○８番（奥和田好吉君） あのね、人をおちょくっ

たような答弁は困るんです。あんたに別に他意は

何もございません。他意というか、別に文句言う

つもりはございません。しかし、部下にどういう

報告受けたんです、これ。何の問い合わせもなし

や、これ。どんな質問するやわからへんかったん

やろ。今来てスッと答弁したって、こんなええか

げんな答弁あきませんよ、これは。市民をなめと

るんです。こんなもんね、我々市民にそういうも

のを受けて話をしているにもかかわらず、そうい

うことを無視したようなその答弁については許せ

ません、こんなことは。どうするつもりですか、

これ。市長、どうなんですか、これ。

○議長（角谷英男君） 向井市長。時間が来ており

ます。

○市長（向井通彦君） 私どもの方では、一般質問

は通告制になっておりますから、その内容によっ

て的確に御答弁を申し上げるためにも、議員さん

のその意図、趣旨を聞ける範囲で聞いて、そして

それをもって答弁をきちっと――できる、できな

い、そのすれ違いの部分はあるにしても、少なく

とも的を外れないような答弁をするようにいたし

ているつもりでございますので、よろしくお願い

申し上げます。

○議長（角谷英男君） 以上で奥和田議員の質問を

終結いたします。

次に、１８番 成田政彦君の質問を許可いたし

ます。成田君。

○１８番（成田政彦君） 日本共産党泉南市会議員

団の成田政彦です。

３月４日、徳島県発注の公共事業を舞台にした

口きき疑惑で東京地検特捜部は、徳島県知事円藤

容疑者を収賄の疑いで逮捕しました。現職知事が

公共事業に絡んだ逮捕は、自民党政治の腐敗の深

刻さを示すものとして国民に強い衝撃を与えるも

のであります。

さらに、我が党の佐々木衆議院議員が予算委員



会で明らかにした自民党鈴木宗男議員と外務省が

一体となって北方４島支援事業を利権の対象とし、

日本の外交の私物化について国民から強い批判を

受けています。小泉首相や与党がこの問題に対す

る真相解明に背を向け幕引きを図るなら、鈴木議

員と同罪になるでしょう。日本共産党は、１１日

に行われる鈴木議員の証人喚問に対して疑惑の全

容解明の先頭に立って頑張る決意であります。

さて、日本経済は大変深刻な状況となっていま

す。政府発表の昨年７月－９月期の国内総生産は

前年度比マイナス２％、４月－６月期に続いて２

期連続マイナスです。完全失業率は昨年４月の４．

８％から同１２月には５．６％になり、近畿は６．１

％、昨年３月以降連続１０カ月６％で全国最悪と

なっています。倒産件数は１万９，４４１件、負債

額１６兆２，１２２億円となっています。

小泉内閣による大銀行、大手ゼネコンの構造改

革はＮＴＴの１１万人、日立の１万４，７００人な

ど、身勝手なリストラを応援する一方、国民に対

しては大幅な医療費の値上げを押しつけ、このま

ま小泉改革を進めるならば、地方信用金庫など中

小企業になくてはならない地域金融の破壊、失業

の増大、社会保障制度の改悪など、国民の生活は

苦しくなるなるばかりです。

この中で、先月各新聞社が実施した小泉内閣に

対する全国世論調査では４０％台に低下している

ことが明らかになり、昨年５月と比較、約半分に

急落し、その理由に鈴木宗男議員の疑惑及び景気

対策の効果が上がらないことを挙げています。

今日、日本国民は小泉内閣に厳しい目を向け、

日本政治の変革を強く期待しているのではないで

しょうか。今、小泉内閣が進める構造改革の中で

不況と失業が進む中で、地方政治が行うことは自

民党の悪政から市民生活を守ることではないでし

ょうか。私は、市民生活を守り、展望の見える明

るい政治を切り開く立場から、大綱７点にわたっ

て質問します。

大綱第１点は、空港問題についてであります。

関空会社が抱える有利負債は昨年９月中間決算

で総額１兆５１３億円、利払いは４００億円、年

間収入の３分の１に達し、民間企業としては倒産

もしくはそれに近い経営状況であります。にもか

－８３－

かわらず、赤字経営のまま２期工事に１兆円をつ

ぎ込もうとしています。しかし、さすがにこれに

対して自民党、国土交通省ですら２期目工事に疑

問が上がり、延期または中止の声が上がり、関空

会社に対しては特殊法人改革の対象の１つになっ

ています。関空会社の経営状況は、現状ではさら

に一層深刻化しています。同時多発テロ事件、Ｊ

ＡＳの撤退、４月から成田新東京国際空港の暫定

滑走路の使用開始、韓国の仁川、香港、上海の空

港の開港など厳しい経営環境であります。現状で

は２期工事は中止すべきではないかと思いますが、

お伺いいたします。

さらに、１月に発表された沈下問題についても、

これまで開港後５０年で８０センチの沈下が今後

１０年で８０センチと訂正し、地元に、自治体に

どのように説明されているのか、お伺いしたいと

思います。また、南側ルートについても今後の考

え方をお伺いしたいと思います。

大綱第２点目は、同和事業についてであります。

３月３日は全国水平社が創立されて８０周年、

また３月３１日で３３年間に及んだ特別法による

同和対策は終了いたします。全国水平社は１９２

２年の創立大会で、「人の世に熱あれ、人間に光

あれ」と宣言し、この宣言は日本で初めての人権

宣言であり、この歴史的意義は、被抑圧者たちの

地底からの叫びが日本社会において人間の尊厳と

平等を訴えたことでした。

その後８０年間、部落解放運動は１９６５年の

同対審答申を踏まえ、３３年間で全国で１６兆円、

泉南市では１９６億円が投下され、住民自身の努

力とも結びつき、生活上の格差は基本的に解決し

ました。また、部落問題に対する偏見も大きく薄

れ、基本的には国民の常識の範囲で解決可能とな

っています。

しかし、このような流れの中で部落解放同盟は、

部落民以外は差別者、差別がある限り同和問題に

取り組めと、人権の優先問題として同和問題を挙

げ、今なお同和対策を永続させようとしています。

同和対策はすべて３月３１日で終結させるべきで

あるが、市ではどのように対応されているか、お

伺いしたいと思います。

大綱第３点目は、人権啓発についてであります。



人間の内心まで行政が啓発と称して人権と名を

変えた同和問題を市民に押しつけることは、日本

国憲法で保障された思想、信条の自由を侵すこと

であります。まさに人権の名により人権を侵害す

るものであります。行政として人権啓発は廃止す

べきでありますが、市の対応をお伺いしたいと思

います。

大綱４点目は、同和教育イコール人権教育につ

いてであります。

今日、教育における同和問題、不就学、高校進

学に対する地域格差はなく、個人給付も２００２

年度より廃止されます。しかし、教育委員会は、

部落差別がある限り人権教育イコール同和教育を

続けようとしています。人権イコール同和教育を

続ける限り、同和地区と一般地区の垣根を取り外

すことはできません。このような部落差別解消に

有害な人権イコール同和教育は、３月３１日をも

って廃止すべきではないかと思うが、お伺いした

いと思います。

大綱５点目は、行財政改革であります。

市は、巨大な赤字財政をむだな公共事業である

農業公園や同和対策イコール人権啓発教育の削減

・廃止に手をつけないで、市職員の人件費の削減

や高齢者、母子、障害者（児）等社会的弱者の施

策を打ち切り、保育所保育料などの値上げなど市

民に負担を強いていますが、今後このような市民

いじめの行財政改革を一層推し進めるのか、お伺

いしたいと思います。

大綱６点目は、砂川樫井線の整備についてであ

ります。

２００１年度予算で一丘団地ＪＲ線側のカーブ

側が一部整備されましたが、極めて中途半端な整

備で、交通安全上も問題であり、全面的整備はい

つごろされるか、お伺いしたいと思います。

大綱７点目は、市場長慶寺線の整備についてで

あります。

どの程度進んでいるか、お伺いしたいと思いま

す。

以上、質問は７点にわたりますが、簡単に短く

答弁をよろしくお願いします。簡単に、よくわか

るように。

○議長（角谷英男君） ただいまの成田議員の質問

－８４－

に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 成田議員の御質問のうち、

空港問題の関空の経営問題並びに２期事業につき

まして御答弁を申し上げます。

昨年８月までは順調に経営が推移をし、黒字化

も早まるとの考えも出ていたほどでございました

が、９月１１日の米国同時多発テロは、関西国際

空港にも大きな影響をもたらしました。とりわけ、

北米便を中心に航空需要の減退のため、日々減収

が続きましたが、その後やや状況は好転の方向を

示しております。

ところで、関西国際空港は御承知のように特殊

会社でございます。特別法に基づいて昭和５９年

１０月に設置された株式会社で、資本金の約６６

％を国が出資しています。昨年１２月に決定され

た国の特殊法人整理合理化計画では、関空会社と

成田の新東京国際空港公団の空港関係２法人は中

部国際空港とあわせて上下分離方式を含め、２０

０２年中に結論を得るとされました。

国土交通省が１１月にまとめた関西、成田、中

部の３国際拠点空港を対象とした上下分離案では、

関空にも上物の民間会社が設置され、３空港に係

る統合された下物法人から土地、基本施設の使用

権を得て管理・運営することになります。さらに、

早期に完全民営化されるとなっております。

ただ、上下分離案が実施された場合、本市にと

って関空島からの税収が減少するなど大きな影響

があっては、地元と共存共栄する関空建設の理念

が覆されることとなります。既に昨年１０月末、

関空地元２市１町が合同で大阪府に対し、速やか

なる情報提供と万一の場合の財政補てんの実施に

ついて申し入れを行ったところでございます。

なお、４月から成田では２，１８０メートルの暫

定滑走路の供用が開始されます。このため、関空

では競争力を強化するため、１年間新たな増便、

新規乗り入れの国際線着陸料を現在の半額４１万

円に、国内線では最大８０％の割引などで需要を

喚起することとなったところでございます。

一方、２期事業につきましては、関西国際空港

を我が国を代表する国際ハブ空港に育て上げると

いう意味から、３本の滑走路から成る全体構想の

早期実現が不可欠であると考えております。当面、



第７次空港整備計画におきまして、最優先課題と

して位置づけられております４，０００メートルの

平行滑走路を整備する２期事業が円滑に推進され

ることが求められます。２期事業につきましては、

昨年１１月には護岸の概成記念式典も挙行され、

目下土運船からの土砂直接投入が精力的に行われ

ておりまして、工事は順調に進捗しているところ

でございます。

ところで、昨年秋には米国同時多発テロを原因

とする需要の落ち込みを理由とした２期事業の供

用開始延期の考えが突如表面化し、政府による特

殊法人の整理合理化計画の策定時期も絡み、事態

は非常に厳しいものとなりましたけれども、その

後も本市を含めた地元側の精力的な供用開始遵守

の要望活動の結果、１２月１７日に与党３幹事長

が２００７年供用開始で合意をいたしました。翌

１８日には、財務大臣と国土交通大臣が２００７

年供用開始を前提にした事業費を１４年度予算に

盛り込むことで合意し、２０日に内示された予算

額では要求額より２割の削減はあったものの、２

００７年の供用開始が現実のものとなりました。

このようなことから、直接関西国際空港に関係

する本市といたしましては、地元と共存共栄する

関空建設の理念の実現を求めつつ、２期事業の確

実なる進捗と引き続く全体構想の早期実現に向け

て、従前以上の活発な取り組みを進めてまいりた

いと考えております。

当初、伊丹を廃止前提ということでスタートし

ましたが、その後状況の変化で伊丹が残ったとい

うのも関空の経営問題に与える影響は非常に大き

かったというふうに思いますし、この前の湾岸戦

争での需要落ち込み、今回の多発テロによる落ち

込みというものも非常にこの経営問題に暗い影を

落としたわけでございます。湾岸戦争のときには

一時的な落ち込みで、その回復は短期間で回復を

いたしました。今回につきましても最近ではよう

やく落ち込みから上向きになってきておりますの

で、今後の需要回復に期待をしたいというふうに

考えております。

○議長（角谷英男君） 中谷総務部長。

○総務部長（中谷 弘君） 空港問題の続きでござ

いますけれども、地盤沈下問題と南ルートについ
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て御答弁をさしていただきたいと思います。

一昨年３月の新聞報道を契機に、関西国際空港

の地盤沈下問題につきましては、私どもも十分な

関心を持ち、関空会社へ事情説明や資料の公表を

求めることや、２市１町合同での事情聴取、現地

視察、また市議会におかれても空港問題対策特別

委員会が止水壁工事の現地視察を実施するなど一

定の対応を行ってまいりました。

昨年１月に関空会社が公表しました今後の沈下

の見通しにおいて、１年間の沈下量が開港後毎年

３から４センチ程度の割合で減少してきており、

最終的な沈下は１２から１２．５メートル程度で、

当初予測と大きくずれずに収束するとの考えが示

されました。本年１月３０日に関空会社から平成

１３年１２月の沈下観測結果が公表されましたが、

今回の観測結果では、この１年間の沈下量は前回

よりも３センチ減少しており、昨年１月の見通し

に沿った沈下状況にあることが確認されました、

と述べられています。

なお、空港島の透水性が高く、予想以上に島内

の地下水位が高くなっていることや、旅客ターミ

ナルビルディング周辺地区及び給油タンク地区で

局所的な不同沈下が発生していることの対策とい

たしまして、目下、止水壁工事が進められており

ます。これは、旅客ターミナルビルディング周辺

地区及び給油タンク地区の周囲を止水壁で囲みま

して、必要に応じてポンプにより地下水をくみ出

し、地下水位を低下させるというものでございま

して、工事は昨年１月からことし３月までの予定

で行われているものでございます。

今後とも、この問題については関空会社に対し、

引き続き迅速かつ正確に情報の提供を行うことを

求めるとともに、より一層情報収集に努めてまい

りたいというふうに考えております。

次に南ルートでございますけれども、平成１２

年度におきまして国、大阪府、和歌山県、泉南市、

和歌山市、関空会社の６者が共同いたしまして、

南ルートを含む関西国際空港周辺地域交通ネット

ワークに関する調査を実施し、現状の把握、ニー

ズの分析、整備のあり方等を抽出し、報告書にま

とめたところでございますが、１３年度も引き続

き調査を継続実施することで関係機関の合意が調



いまして、昨年９月議会で関係予算も御承認いた

だき、目下精力的に調査を行っているところでご

ざいます。

一方、行政関係を見ますと、泉州９市４町で構

成する関空協が平成１０年度以降毎年度南ルート

の早期実現を包含する要望書を国、大阪府並びに

関空会社に提出いたしております。また、近畿市

長会では１２年度から総会において南ルートの早

期整備が決議されております。

住民関係では、岸和田市以南の住民自治組織で

結成されております阪南５市３町町会連絡協議会

が１１年度以降毎年南ルートの早期実現の要望書

を関係機関に提出されております。

また、経済関係においては、１３年度は泉南、

阪南、岬の３商工会によって関西国際空港南ルー

ト等早期実現連絡会が結成されております。

以上のように、各方面で南ルートの実現に向け

ての動きが活発化する中で、１２年７月に大阪、

和歌山両府県の自治体５市８町により関西国際空

港連絡南ルート等早期実現期成会を設立し、南ル

ートを根幹とした多様なアクセス網の整備を目指

して、中央要望など活発な活動を展開していると

ころでございます。

関西国際空港の機能重視とリダンダンシーの強

化のために、また空港周辺地域の発展にとって南

ルートを根幹とした交通ネットワークの早期整備

が必要でありまして、今後も市議会の御理解と御

協力を得ながら最大限の努力をしていきたいとい

うふうに考えております。

以上でございます。

○議長（角谷英男君） 大浦人権推進部長。

○人権推進部長（大浦敏紀君） 成田議員の大綱２

点、同和事業問題終結についてを御答弁さしてい

ただきます。

国におきましては、昭和４４年７月に同和地区

住民の社会的、経済的地位の向上を不当に阻むさ

まざまな要因を解消するという目標を持って同和

対策事業特別措置法が制定され、昭和５７年には

従来の施策の反省に立って地域改善対策特別措置

法が制定され、昭和６２年には過去１８年の成果

と反省のもとに、地域改善対策の一般対策への円

滑な移行を目的に地域改善対策特定事業に係る国
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の財政上の特別措置に関する法律を制定し、以後

２度の改定を経て本年３月末をもってこの法律が

期限を迎えることになりました。

この間、平成８年の地域改善対策協議会の意見

具申におきましては、教育、就労、産業等の残さ

れた課題については、その解決のため工夫を一般

対策に加えつつ対策するという基本姿勢に立つべ

きとし、国同対審答申は、部落差別が現存する限

り同和行政は積極的に推進しなければならないと

の指摘もされており、特別対策の終了すなわち一

般対策への移行が同和問題の早期解決を目指す取

り組みの放棄を意味するものではないとの見解が

示されております。

これらの経過から、地対財特法による特別措置

としての同和対策事業は、厳しい差別の実態と早

急な改善の必要性、それまでの一般対策の限界等

から導かれた過渡的な措置であったと言えます。

国の同対審答申でも述べられておりますように、

同和行政は本来、総合行政として推進されるべき

ものであり、同和対策事業の本来の目的はあくま

でも部落差別の撤廃であり、差別を受けた人々や

差別的状態の救済・是正であり、社会状況全体の

変革を目指すものであると考えております。

これらの点を踏まえまして、地対財特法の失効

後におきましても一般対策の活用による同和問題

解決の取り組みの基本姿勢といたしましては、人

権確立の視点から現代社会の課題を解決すること

を目的にし、部落問題を初めとする人権諸課題の

解決に向け今後も取り組んでまいりたいと考えて

おります。

次に、人権啓発問題の廃止についてをお答えさ

していただきたいと考えます。

国におきましては、平成８年の地域改善対策協

議会の意見具申におきまして、差別意識の解消に

向けた教育及び啓発に当たっては、これまでの同

和教育や啓発活動の中で積み上げられてきた成果

とこれまでの評価を踏まえ、すべての人の基本的

人権を尊重していくための人権教育、人権啓発と

して発展的に再構築すべきであると考えられると

指摘されており、これを受けて人権擁護施策推進

法を制定し、人権擁護推進審議会を発足いたしま

した。



人権擁護推進審議会による教育及び啓発に関す

る施策の基本事項についての答申では、主な人権

課題として、同和問題はもとより、女性、子供、

高齢者、外国人など多岐にわたる課題を指摘し、

人権教育のための国連１０年と連携して人権教育、

人権啓発の一層効果的な取り組みを進めることを

提言しております。

また、日本国憲法はもとより、我が国がこれま

でに締結した国際人権諸条約、人権教育のための

国連１０年の精神を包括する形で、一昨年の１２

月に人権教育及び人権啓発の推進に関する法律が

制定されました。この法律におきまして、人権教

育、人権啓発に関する施策の推進について、国、

地方公共団体、国民の責務を明らかにいたしてお

るところでございます。

今後とも、人権教育及び人権啓発の推進に関す

る法律に基づきまして、本市におきましてもさま

ざまな機会を通じて、市民の発達段階に応じて人

権尊重の理念に対する理解を深めたいと考えてお

ります。よろしく御認識、御了解のほどをお願い

いたします。

以上です。

○議長（角谷英男君） 亀田教育長。

○教育長（亀田章道君） 成田議員さんの同和教育

廃止についての御質問にお答えを申し上げたいと

思います。

人権教育の目指すものは、あらゆる教育活動を

通じまして幼児、児童、生徒の発達段階に即して

人権及び人権問題に関する理解、認識を深め、主

体的な思考力、判断力を養い、みずからの課題と

して人権問題の解決に取り組むとともに、社会の

構成員としての責任を自覚し、豊かな人間関係や

人権感覚を持って行動する民主的な人間を育成す

ることであります。また、これまで同和教育の築

いてきたものを生かしつつ、他の人権の課題解決

に取り組むことにより、すべての子供たちにあら

ゆる差別を許さない人権意識を育てるため、基本

的人権を尊重していくための人権教育を積極的に

推進しているものであります。

国際的な人権に関する動向を展望しますと、国

際連合におきましての１９４８年――昭和２３年

ですが、世界人権宣言が採択され、世界の人々や
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すべての国が達成すべき人権に関する共通基準が

示されており、以来、同宣言の精神を具体化する

ため、国際人権規約を初めとする人権に係る一連

の条約の採択や、国際障害者年等の国際年の設置

など、真に人権が尊重される国際社会の実現に向

けた環境づくりが進められております。

また、このような国際的な人権思潮の高まりを

受け、国におきましては人権教育のための国連１

０年国内行動計画や人権擁護施策推進法が平成８

年に施行、また人権教育及び人権啓発の推進に関

する法律も平成１２年に施行されております。

また、大阪府教育委員会におきましては、人権

を総合的に推進するための基本的な考えや、具体

的施策の推進方向を明らかにする人権教育基本方

針並びに人権教育推進プランが平成１１年に策定

されております。本市におきましても、人権教育

基本方針、人権教育推進プランを策定し、人権教

育を積極的に推進しているところでございます。

人権教育基本方針は、人権についての新しい理

解を図り、さまざまな人権問題の解決を目指した

教育を人権教育として総合的に推進するものであ

りまして、人権教育推進プランは人権教育につい

て人権及び人権問題を理解する教育、また教育を

受ける権利の保障、人権が尊重される教育という

３つの側面から基本方針を示し、学校教育、社会

教育での具体的推進方向を示したものであります。

今後、人権問題の解決を目指した教育を人権教

育として総合的に推進してまいりたいと考えてお

りますので、よろしく御理解を賜りますようお願

い申し上げます。

○議長（角谷英男君） 大前行財政改革推進室長。

○行財政改革推進室長（大前輝俊君） 成田議員御

質問の５点目の行財政改革について、今後の対応

ということで御答弁申し上げます。

本市では、関西国際空港建設を契機として、お

くれていた都市基盤整備などを積極的に進めてま

いりました。しかし、バブル経済の崩壊に始まっ

た景気の低迷や不況の長期化等により、本市の財

政は極めて厳しい状況となり、行財政運営の抜本

的かつ徹底的な見直しが急務となりました。この

ため、平成１３年２月に新行財政改革大綱及び８

月に同実施計画を策定し、現在その推進に鋭意取



り組んでいるところでございます。

行財政改革実施計画の中で、平成１３年度の実

施内容及び平成１４年度の実施予定内容につきま

しては、過日一覧表にてお示しさせていただいた

ところでございますが、急激な少子・高齢化社会

の進行や、価値観等の多様化による市民ニーズ増

大に的確に対応しながら健全な行財政運営を行っ

ていくためにも、効果的、効率的な行政システム

の構築を図ることが本市に課せられた重要な課題

であると考えております。

今後とも、行財政改革の取り組みの周知に努め、

全職員の意識徹底のもと全庁挙げて行財政改革を

推進してまいりたいと考えておりますので、御理

解のほどよろしくお願いいたします。

○議長（角谷英男君） 山内都市整備部長。

○都市整備部長（山内 洋君） 私の方から、砂川

樫井線の整備についてお答えをさせていただきま

す。

ＪＲの阪和線和泉砂川駅より一丘団地の東端ま

での事業認可区間１，４９８メーターございまして、

一部の権利者を除いてその部分についての用地取

得はおおむね完了しております。この事業認可区

間のうち、一丘団地内の６００メーターにつきま

しては既に暫定供用を行っております。残区間に

つきましても、本年度も含め毎年改良工事を行っ

ているところであります。今後につきましては、

砂川樫井線の事業認可区間と市場長慶寺砂川線と

あわせ事業効果を上げるために、平成１６年度末

をめどに鋭意努力をしておるところでございます。

次に、市場長慶寺砂川線についてお答えをさせ

ていただきます。

この道路については砂川樫井線のアクセス道路

として砂川樫井線と同時に完成する必要があるた

め、本年度より府道の大阪和泉泉南線から尋春橋

までの間の延長約３００メーターの事業に着手を

いたしたところでございます。用地取得につきま

しては、一部の権利者を除いておおむね完了して

おります。また、尋春橋の改修につきましてはＪ

Ｒと施工方法について協議を行っておりまして、

おおむね合意を得ておるところでございます。

○議長（角谷英男君） 成田君。

○１８番（成田政彦君） 最初に空港問題について
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お伺いしたいと思います。

朝日新聞の２月１３日のアンケートで、市長も

読まれたと思うんですけど、「空港集中、視線厳

しく」ということでアンケートをとっています。

その中で、延期、中止というのが、延期が３８％、

やめるが３１％で、大体６９％、約７割近くが今

の２期工事は急ぐ必要がない、中止したらいいと

いう理由に挙げております。その理由として、要

するに計画を見直す時間が必要とか、毎年の税金

の支出が抑えられると、こういう空港そのものの

建設についても大変厳しい目で近畿の国民の皆さ

んは見ております。これはアンケート調査ですか

ら。

それから、神戸空港の問題であります。この問

題についても８割の人が必要ないと。それから、

さっき市長が言われたんですけど、関空の２期工

事の経営状態が悪化する原因の１つとして、大阪

空港があるということを言われました。本来、大

阪空港というのは公害空港で、廃止すべき空港で

あったんですけど、これはいろんな事情でそうな

っとると。１つその点で、まず近畿地方の国民の

皆さんの６割以上中止のこういう意見にどう考え

られるか。

それから、市長は伊丹空港の廃止を国に求める、

そういう勇気はあるのか。それから、神戸空港に

ついて、これも関空の経営を非常に厳しくするも

んですけど、これについて、神戸空港については

市長はどんな見解を持たれとるのか、その点につ

いてお伺いしたいと思います。

○議長（角谷英男君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） まず、アンケートの結果披

瀝があったわけでございますけども、現実の問題

として、２期事業は既に着手されて、既に護岸が

概成して、今既に土砂投入がされているという段

階でございます。これを今仮に中止をしたとする

ならば、あるいは例えば中止しなくても供用開始

を延期するということになれば、まだ余計にその

事業費そのものが膨らんでくるわけですね。

今、事業費圧縮してかなり節減なり、一部先送

りをして経費の節減に努めて２期を完成するとい

うことになっておりますので、私は今まだ着工し

ておらないという時点ならばさまざまな考え方も



あろうかというふうに思いますが、既にあれだけ

進捗している中で、これは既に着手しております

ように、２００７年の完成を早期に求めていくと

いう方がかえって経費的なものも含めて安くなる

という考えを持っておりますので、計画どおり進

めたいというのが私の考えでございます。

それから、伊丹空港は当然最初は廃止というこ

とであったわけでございますが、廃止するよとい

えば、いや残してくれと、こういう１１市協、伊

丹市初めそういうところからの話もあったわけで

ございまして、これは我々は我々で関空協という

のも組織しておりますけれども、それをまた声高

にそれに対して反対ということになれば、同じ大

阪の北と南でいろんな問題も生じるということで、

そういう目立った動きはしておりませんでした。

ただ、最初はそういう廃止が前提で関空の事業

スキームなり経営のシミュレーションをやってお

ったというのがありますから、それが今現在にお

いて非常に悪化してるというその部分だけが突出

されておりますけども、それは根底には伊丹が廃

止されておればもっと経営状態もよくなっていた

ということを今になっては忘れてはいませんかと

いうのは、当然申し上げているところでございま

して、そのあたりはもう一度歴史的に見て推移を

見直していく必要があるのではないかというふう

に思います。

それから、神戸空港については、非常に滑走路

も短いいわゆるローカル空港という位置づけにな

っておりますけども、航空管制を含めましてやは

り関空、それから伊丹と非常に近接もいたしてお

りますし、果たして新たなそんな空港が要るのか

という議論は当然あるというふうに思います。太

田知事もこの前からかなり明確におっしゃってお

られますけれども、神戸空港そのものについては

我々としてはそんなに緊急度の高いものではない

のではないかという考えをいたしております。

○議長（角谷英男君） 成田君。

○１８番（成田政彦君） 市長の答弁は、つくり始

めたもんで、つくる前だったら意見言えるけども、

今工事しとるんでそんなことは言えないと。それ

から、特に神戸空港についてはちょっと微妙な言

い方をしたけど、緊急的には必要ないと、こうい
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うことですね。今必要なものではないと、将来は

別として。はっきり中止した方がよいという考え

ではないような感じですね。それはちょっとそう

いう感じがします。

それで、先ほど市長が言われましたように、も

し工事の前だったら考えられるということなんで

すけど、私は伊丹空港の問題もあるんですけど、

関空の経営状態の需要と供給の問題、これが非常

に今経営上の問題で大きな問題になっとると。１

つは２００７年までに空港を開港しようというの

は、実態として２００８年に大阪オリンピックが

あるということで、２００７年までに何としても

開港したいという、こういう思惑が私はあったの

ではないかと思います。それはもうこけたと。

それから、航空会社の関空需要というのは、い

わゆる会計検査院が述べておるように５回にわた

って修正されたと。直近の修正を見ますと、市長

も御存じのように、この間の修正を見ますと２０

１０年に赤字解消、２０２５年に累積赤字解消と、

こういうのが出されています。しかし、９５年の

最初の場合は２００５年に赤字解消、２０１４年

に累積解消ということで、２０年以上トーンが延

びてきとると。

実際、この赤字解消がこういうふうに空港会社

が今日発表できたのは、これは皮肉な結果なんで

すけど、２期工事の１兆５，０００億円の工事を４，

０００億円縮めた。この結果、いわゆる関空会社

がこういう累積赤字を解消できるという発表をし

たと。私はこれは非常に皮肉な結果で、いわゆる

経営努力でも何でもないと。関空会社の赤字解消

の時期を早くさせたのは、結局２期工事の予算を

減らして、その結果こういうことがもたらされた

ということが、いみじくも関空会社そのものもそ

う言っとるんですけど、私はそういう点でやはり

関空会社の経営そのものもそうだけど、２期工事

そのものをストップすることが関空会社の赤字を

解消することになるんじゃないかと。

それから、関空会社は需要と供給の中で大体年

率換算９．２％と見込んどったものが、今では３％

にすぎないことを指摘され、政府の２００２年度

の経済成長率は、市長知っとるように０％ですわ。

そうすると、２００７年に１６万回というこうい



う需要が果たしてあるのかどうか。それから、関

空の発着試算を隠すということで、旧運輸省が計

算したと言われる今の施設を使っても４割可能だ

ということも朝日新聞などで報道されました。

そうすると、十分今の滑走路で０７年まではい

けるんじゃないかと。そして、２期工事を延ばす

ことによって赤字、いわゆる不要不急の２期工事

は中止した方が私はいいんではないかと思うんで

すけど、その点と、もう１つさっき不等沈下の問

題を聞くのを忘れとるんですけど、不等沈下につ

いてはおととしの１２月に一斉に報道されたけど、

実際はその１年前から非常な不等沈下があり、関

空会社は今後の予測として大体１１．５から１２メ

ートルというのを予測として――１２．５ですかね、

を予測として上げとるんですけど、実測を見ると、

平成１３年の１２月現在で既に関空会社が決めた

不等沈下を８カ所、平成１２年１２月は７カ所、

平成１１年１２月は３カ所ということで、やはり

不等沈下というのは今も――先ほど３センチと言

われたんですけど、関空会社がほぼ３センチとか

言うとるんですけどね、実際はこの関空会社が発

表するやつでも１年前より１カ所ふえとると。１

２．５メートルということで、新聞、この間の５０

年後に８０センチのが１０年後に８０センチと、

非常にたった１年で微妙なね。だってよく読んで

みると、極めて不等沈下が激しいということが明

らかになっています。この点について情報公開を

一層進める必要があるんですけど、その点をお伺

いしたいと思います。

それから、同和事業についてお伺いしたいと思

います。

同和事業につきましては、ことしの３月３１日

におきまして廃止となります。部落差別がある限

り一般移行し――同和事業というのは実際になく

なります、同和事業と同和のつく事業はないんで

すから。しかし、部落差別がある限り事業を続け

るということは、永久に同和地区というのがあり、

そして部落差別があるんだから同和事業を続ける

という、こういう悪循環を繰り返すということで、

私は部落差別がある限りそういう続けるというの

は、部落差別をなくす、そういう解消の点から見

て極めてこの考えは私はおかしいと思います。

－９０－

それで１つお伺いしたいと思うんですけど、同

和事業廃止について市の方から提案されました、

議案で幾つか。１つ、解放会館の名称をなぜ変更

しないかと。部落解放同盟が今なおなぜ解放会館

にいるのか。それから、改良住宅の名称変更、な

ぜ改良住宅というのは条例からまだ撤廃されてな

いかと。改良住宅というのは同和住宅ということ

で、こういう形になります。

しかし、店舗とか市営駐車場はそういうことが

なくなったとしても、改良住宅という名がついと

る限り、これは同和住宅として残り、一般公募、

こういう形は永久にできないと、これでは。３月

３１日で同和事業、同和対策はなくなる。である

ならば、解放会館、それから改良住宅、こういう

名前を撤廃し、地域会館とか、また市営住宅とし

てこれはすべきであると私は思います。

それから、市同促、大阪府は人権推進何か協議

会というふうに、一律的に人権をつけて変えよう

という名前なんですけど、もちろんこれも私は撤

廃すべきだと思うんですけど、その点はどうなっ

とるのか。

それから、人権啓発と人権教育の問題ですけど、

１つこれはどなたさんが答えるか知りませんが、

基本的人権とは一体何なのか。人権、人権と言う

んですけど、その人権についてひとつお伺いした

い。

それから、例えば差別意識という問題があるん

ですけど、この差別の問題について、具体的に部

落差別とは一体どういうことなのか。何を差別す

るのか。部落意識として持ってしゃべってないで

すけどね。部落差別とは一体何なのか。この点に

ついてもお伺いしたいと思います。

○議長（角谷英男君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 空港問題についてお答え申

し上げます。

成田議員言われましたけども、今やっておりま

す２期事業というのは、第７次空港整備計画に基

づいてやっているわけでございまして、その間に

たまたまオリンピックの２００８年というのが出

てきて大阪が立候補と、こういうことになったわ

けでございますけども、それが来るとなれば、ち

ょうどタイミング的に２００７年に供用開始して、



２００８年にオリンピックを迎えるということで

あれば非常にいいんじゃないかという議論があっ

たのはあったというふうに思いますが、直接はそ

れによって２期事業をやってるというわけではご

ざいませんで、やはりこれからの航空需要予測に

基づいた形での２期事業ということで位置づけら

れておりますので、御理解をいただきたいという

ように思います。

つい先日までは、需要の方も関空始まって以来

伸び続けておったわけです。これはＵＳＪ効果も

ありますし、その他の効果もあって、記録更新を

しておったんですが、たまたま昨年の同時多発テ

ロによって落ち込んだということでございまして、

その影響が一番最低ラインはもう乗り越えました

けども、今また回復期に向かってるということで

ございますから、これはもう少しそのスパンを見

て、需要の回復状況を見ないといけないというふ

うに思っておりますけれども、やはり長期将来的

には２期事業に対応する需要というものは発生す

るという考えのもとに２期事業を今現在進捗をし

てるわけでございますから、計画どおり完成させ

ると。その中で一部さっきもありましたように経

費節減の中で先送りできるようなもの等について

は、経費節減に努めるという今の見直し案ですね、

これが妥当だというふうに考えております。

それから、沈下の問題でございますけども、あ

れだけ大きな構造物でございますから、当然不等

沈下というのはあり得ます。一般的にあり得るわ

けでございます。したがって、その沈下の速度も

若干場所によって違うというのも当然でございま

す。それと、沖積粘土層については早期に沈下を

いたしますけども、その下の洪積粘土層は緩やか

な沈下ということでございますから、最初３０年

から５０年ぐらいかけて沈むんではないかという

予測をしておったわけでございますけども、それ

が意外と早く沈んでおるということでございます

が、沈下の絶対量そのものは、資料にもありまし

たように当初予測と大幅に変わるべきものではな

いということでございます。これは、沈下曲線を

見ていただいたらおわかりになれるというふうに

思いますので、御理解をいただきたいというふう

に思っております。

－９１－

それから、これからの情報公開等は、これは私

が公式の場で申し上げてからこういうことが初め

て出てきたわけでございますけども、現在は情報

公開のそういう委員会みたいなものもできており

ますので、これからは関空会社も積極的にいろん

な持てる情報を公開するという手はずになってお

りますので、今後ともこれらの沈下を含めたさま

ざまな情報については、速やかなる開示を引き続

いて求めていきたいと、このように思っておりま

す。

○議長（角谷英男君） 大浦人権推進部長。

○人権推進部長（大浦敏紀君） 成田議員の質問に

お答えしたいと思いますが、多岐にわたっており

ましたので、これにつきまして飛ぶ場合がござい

ますので、その節は再度御質問していただきたい

と思います。

まず第１に同和事業、いわゆる同和地域が当然

なくなるんじゃなかろうかと。３月をもってなく

なるんじゃなかろうかという御質問に対し、当市

といたしましての見解を述べさしていただきます。

当然、先ほど申し上げましたように、いわゆる同

和地域としては同和対策事業特別措置法を初めと

する現行の地域改善対策特別事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律等の特別法において規

定されている事業の対象地域は、この３月３１日

をもって法がなくなりますから当然消滅いたしま

す。したがいまして、法に基づく事業の対象地域

としているいわゆる同和地区は、法が失効すれば

今も言ったように消滅いたします。

ただし、部落差別を受けている地域についての

市の行政、同和事業、同和対策行政については、

部落差別が現存する限り基本的に第４次基本計画

でも述べておりますように、これは推進していか

ねばならないと、こういう感覚で、事業について

の地区指定はなくなります。当然です。行政とし

ての部落差別を受けている地域についての指定と

かそういうものじゃなしに、行政としての責務等

については当然今後も続けていくと。これは当然

の話です。これは国・府においても、いろいろな

法律においてこれは守っていかねばならんと。こ

れは人権の問題でございますから、当然それは進

めていくという基本観点に立って、今後も同和行



政は進めていきます。同和事業はやりません。同

和行政は今後も続けていくということでございま

す。御認識のほどお願いいたします。

次に、解放会館の件でございますが、解放会館

につきましては、当然我々といたしましても地元

関係等につきまして協議をいたしまして、今後見

直しをしていくという基本的な観点に立って今作

業を進めております。しかし、いろいろな諸問題

等がございましたので、名称から始まりまして抜

本的改正を行いたいという意図がございまして、

今年度の議会について見送らせていただきました。

ただし、早い時期の議会にこの問題については条

例として議案提出をいたしたいと、このように考

えております。

次に、市同促の問題でございますが、これにつ

きましても当然大阪府の府同和事業促進協議会に

つきましては改組いたしまして、この４月から大

阪府人権協会として新たな組織として構築し、人

権問題全般について進めていくということでござ

いますので、当市の市同促につきましても総務委

員会等で御説明いたしましたように、泉南市同和

事業促進協議会及び泉南市鳴滝地区協議会につき

ましては、今年の３月３１日をもって改組すべく

協議を行っておるところでございます。これにつ

きましては、補助金等についても当然関係諸団体

並びに関係者の御協力を得まして見直し等を行い

まして、予算の方に反映すべく提示をさしていた

だいておりますので、よろしく御認識を賜りたい

と、このように考えております。

次に、改良住宅、同和向け住宅につきましては、

当然住宅として改良住宅というのは、これは法律

に基づきまして残るということでございます。た

だし、今期の法律によりまして、同和対策事業で

行った事業についても円滑に一般対策に移行とい

うことで、住宅法の改正、住宅法の法律に基づい

た形で我々としては今後同和向け住宅についての

いろいろな改組をしてまいりたいと、こういうよ

うに考えております。

次に、部落差別は何ぞやというお話でございま

したが、前回、前々回私が何度も答えている部分

で御認識をしていただきたいというように考えて

おります。

－９２－

以上です。

○議長（角谷英男君） あと１分です。成田君。

○１８番（成田政彦君） 人権推進部長に１つ抗議

をします。部落差別を受けてる地区、私は我々一

般という、こういうことも失礼なんですけど、部

落差別を受けてる、現実的に受けてる。市の発表

においても、もう落書きのほとんどちょっとであ

って、現実的に部落差別を受けとる地域というの

は非常に失礼な話だ、これ。私は断じて認められ

ない、このことについて。部落差別を受けとる地

域やって、そういう言い方は失礼じゃないですか。

もっと違う言い方があるんじゃないですか。ちょ

っとそれ答弁しなさいよ、最後に。

○議長（角谷英男君） 大浦人権推進部長。

○人権推進部長（大浦敏紀君） 私が言っておるの

は、当然地域として一般の人からそこはどうだと。

地域の中では当然部落差別というのはございませ

ん。それは、周辺の方から当然あの地域はこうだ

ということですから、そういう意識の改革、当然

です。これはやはり部落差別を受けられている人

と受けている人、この違いを行政として認識し、

人権問題として取り上げてまいりたいと、こうい

うことで基本的に思っております。

以上です。

○議長（角谷英男君） 以上で成田議員の質問を終

結いたします。

３時３０分まで休憩いたします。

午後３時 １分 休憩

午後３時２９分 再開

○議長（角谷英男君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次に、１９番 和気 豊君の質問を許可いたし

ます。和気君。

○１９番（和気 豊君） きょう最後のトリを務め

さしていただきます日本共産党泉南市会議員団の

和気 豊でございます。質問をしてまいります。

大綱第１は、市町村合併についてであります。

その１は、市町村合併の今日的意義についてお

聞きをいたします。

向井市長は、府下でも数少ない積極的な推進論

者として今内外からその動向が注目されています。

過去の本議会での答弁で、国や府の押しつけを許



さない地方自治を踏まえた自主的な判断による合

併との立場を強調されています。果たしてその姿

勢を貫いていかれるでしょうか。

政府は２００１年６月末、小泉改革のバイブル

と言われる今後の経済財政運営及び経済社会の構

造改革に関する基本方針、いわゆる骨太の方針を

発表しました。この中で、市町村合併や広域行政

をより強力に促進し、目途を立て、速やかな市町

村の再編を促すとして、合併特例法の期限である

２００５年までに合併を国主導で強力に推進して

いくことを構造改革の柱として打ち出しています。

自主的合併という文言が随所に挿入されていた地

方分権推進委員会の答申や勧告が出された当時と

情勢は大きく変わって、国策としての合併が強行

されようとしています。

まさに今、総務省やその意向を受けた府の合併

推進本部の立ち上げも、合併推進要綱の策定も一

路そのレールの上をひた走るものではないでしょ

うか。府に合併のケーススタディーをお願いして

いると言われていますが、この姿勢のどこに自主

的な判断による合併の立場があるのでしょうか。

行政の区域、すなわちそれぞれの自治体の規模や

範囲は住民自身が決めるべきだと思います。住民

の暮らしや福祉、教育が向上し、財政や地域経済

をよくするにはどういう市町村がよいのか、一に

住民自身の選択にかかっているのではないでしょ

うか。それが地方自治を踏まえた合併に対する今

日的なあり方、意義だと思いますが、市長の見解

をお伺いをいたします。

その２は、これまでの進捗状況についてであり

ます。

市の取り組みの基本になるのがもちろん住民参

加ではないでしょうか。これまでの取り組みの過

程でどのように住民参加を保障してこられたか、

お伺いをいたします。私は、泉南市が将来元気な

まちとして再生できるかどうかのキーワードは、

市民参加の市民が主人公の市政をどうつくり出し

ていくかにあると思います。でき上がったものを

公聴会やモニター、アンケートで聞くようなこと

ではなく、政策の立案と決定、施策の実施とその

評価の全段階で市民と行政がともに責任ある主体

として協力して、今後の泉南市を考えていくのか、

－９３－

それがポイントだと思いますが、お伺いをいたし

ます。

その３は、今後の取り組みについてであります。

国は、合併を促進するために財政上の支援措置

をちらつかせています。１２月議会で地方交付税

の問題を私は取り上げ、１０年間は合併前の水準

が維持されるけれども、１０年目からは段階的削

減、１５年で大幅に削減されること。特例地方債

により財政事情がさらに悪化することを明らかに

いたしましたが、市長は合併しなければ交付税が

カットされると、財政問題では早々と結論を下さ

れています。さらに、合併先進市では、ほとんど

のところで合併特例債による大型開発が先行し、

その一方で住民サービスが切り下げられています。

国や大阪府に市の将来を託するのではなく、住民

の知恵と創意にこそ市の将来を託そうではないで

しょうか、お伺いをいたします。

大綱その２は、雇用問題についてであります。

小泉政権は、構造改革の名のもとに不良債権の

早期最終処理で不況に苦しむ中小企業に追い打ち

をかけ、また地域の経済を支えてきた信用金庫や

信用組合に金融マニュアルを押しつけ、１年足ら

ずの間に５４件も倒産に追い込んでいます。この

倒産で多くの中小企業は取引中止で廃業、倒産に

追い込まれています。２００１年度の大阪府の雇

用状況は、全国でも最悪です。完全失業率は６．３

％、１，０００万以上の倒産件数は２，６２１件で、

対９０年度と比較いたしますと４．２倍にも達して

います。特紡や作業用手袋を地場産業に持つ泉南

市の雇用状況についてお示しを願います。

雇用問題その２は、雇用状況の実態把握につい

てです。

泉南市には２つの府立高校がありますが、いま

だその就職内定率は４割そこそこだと言われてい

ます。泉南市での雇用対策と、そのための基礎に

なる実態把握をどのようにしてこられたのか、お

示しを願います。

大綱第３は、地域の中小企業対策についてであ

ります。

泉南市の中小企業の現状について、その実態把

握を行政としてどのように進められているのか。

２００２年度の中小企業への新規施策についてあ



わせてお示しを願います。既に岸和田、貝塚市で

は実態調査による地場の中小企業の現状を踏まえ、

１２年度に産業再生プランを策定しています。

大綱第４は、公共事業のあり方についてであり

ます。

具体の問題で聞いてまいります。市長は、２期

８年の成果を都市整備や箱物づくりを挙げられて

いますが、それによって生じた膨大な借金とその

結果積み残され、具体的なめどさえ示し得ない老

朽・危険校舎の大規模改修についてはどうされる

のか。３期目に向けての課題としても、この問題

は取り上げられておりません。

今からでも遅くないと、市民参加による採算性

を含む事業評価の見直しを求めてきた農業公園、

今になって入場料や駐車場料金を無料にするなど

と２７億円の莫大な投資と毎年の維持運営費の見

返りが保障されない方向に事が進んでいます。一

般的な公園であれば、ほとんど放置同然の市民の

里を再活用し、農業公園は凍結すればどうでしょ

うか。ことしを皮切りに、少なくとも３年間で３

校の大規模改修が可能だと思います。そして、い

まだ経験したことのない未曾有の不況で苦しむ地

元建設業者の皆さんに確実に仕事を保障すること

ができます。

和泉砂川駅前整備についても、砂川樫井線の駅

前までの貫通のめどがつき、府道砂川停車場線の

拡幅の見通しがつくまで買収を見送ることができ

ないでしょうか。市民参加でこれらの事業の見直

しを考えることが、今差し迫って必要ではないか

と思いますが、答弁を求めます。

大綱第５は、介護保険料・利用料の軽減につい

てであります。

大阪府下の市町村で保険料の軽減をしている自

治体は過半数を超え、多数派になりました。どの

市町村でも多くの余剰金を財源として拠出してい

ます。大阪府も２０００年度決算で５７億円の余

剰金が生まれています。２００１年度で４０億か

ら５０億円の予算が余るであろうとしています。

泉南市でも２０００年度で約１億３，０００万円が

余剰金になっています。２００１年度はどのよう

な見込みになるのか、お示しを願います。

私は過去の質疑で、高齢者の皆さんがこの制度
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による新たな負担増によってみずから受けられる

サービスを抑制し、耐えておられる現状を示し、

そのことを最大の要因として生まれた余剰金は、

精いっぱい高齢者に保険料と、とりわけ負担の高

い利用料の軽減に充てるべきだと求めてまいりま

した。市は２年目、３年目で余剰金は持ち出しが

避けられない状況が生まれるとして、介護保険推

進委員会に諮った上で軽減措置をとるとしていた

当初の答弁をあいまいにしてまいりました。結果

はどうなったのか、過去の答弁も踏んまえてお示

しを願います。

大綱第６は、さきの質問者と重複いたしますの

で、割愛をさしていただきたいと思います。御了

解をよろしくお願いを申し上げます。

以上です。

○議長（角谷英男君） ただいまの和気議員の質問

に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 私の方から、市町村合併の

うちの市町村合併の今日的意義につきまして御答

弁を申し上げます。

地方分権の推進が実行の時代に入り、自己決定、

自己責任の原則のもと、市民の方々に身近なサー

ビスの提供は地域の責任ある選択により決定され

るべく、個々の市町村が自立することが求められ

ております。そのためには、政策を立案し、それ

を議会、市民にわかりやすく提示しつつ理解を求

めることができる能力や、みずから選択し推進し

ていく事業を裏づける税財政基盤など、市町村の

行財政基盤の充実が喫緊の課題となっていると考

えております。

一方では、モータリゼーションや情報通信手段

の発達や経済活動の進展に伴いまして、市民の方

々の日常社会生活圏は、市町村の区域を越えてま

すます拡大をしてまいりました。このため、これ

からの市町村の行政は、現在の市町村の区域にと

らわれることなく、広域的な見地から隣接の市町

村と一体的に展開させることがますます必要にな

ってくると判断しております。さらに、個人のラ

イフサイクルに合わせたより豊かな生涯学習に関

する施策や女性に関する施策等、新しい課題も発

生してまいりました。

このような中で、特に地方分権を推進するため



にはやはり一定規模の人口等を有する自治体が求

められております。例えば、特例市あるいは中核

市等であればかなりの分権が移譲されるというこ

とにもなっておりますし、１つはそういう地方分

権と市町村合併という考え方があるというふうに

考えております。

それと、介護保険等の事業が既に実施をしてお

りますけども、これもやはり広域的な観点からの

保険事業の推進ということが求められているとい

うふうに考えております。現在、泉南、阪南、岬

では、介護認定制度は共同でやっておりますが、

運営主体は別々でやっているわけでございまして、

これらについてももう少し広域的に１つの事業体

として行っていくということが求められていると

いうふうに考えております。

ごみについては、私どもと阪南は一緒にやって

おりますが、岬は小さな炉で今運営をしておりま

すけれども、ダイオキシン等に見られるような２

４時間燃焼体制という問題も課題もございます。

下水道は既に広域でやっておりますので、これは

現在のままということでございます。

それと、スケールメリットといたしまして、当

然市の職員あるいは議員数、当然市町村長も大幅

に削減されるわけでございますから、これらによ

るスケールメリットが非常に大きな効果が発揮さ

れるというふうに考えております。

それと、市町によりまして不足している専門職

が相互補完されまして、例えば生涯学習に関する

施策なんかにおきましては、社会指導主事ですね、

こういう方々、あるいは福祉の専門家、ＰＴ、Ｏ

Ｔを初めとしたそういう方々とか、小さなまちで

はなかなかすべての領域を満たすことができない

職員を１つのまちになることによってその補完を

できますし、有効的な活用ができるというような

ことがございます。

それと、少子・高齢化問題について、これから

ますます高齢化が進むわけでございまして、その

ために社会保障関係経費の増大が財政需要をさら

に増大させるというふうに見込まれておりまして、

これらに対しましても足固めの財政的な基盤の強

化ということが必要であると考えております。

また、一方では地方交付税が御承知のように減
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額されていくという極めて厳しい状況にある中に

あって、今後合併特例法による優遇措置等の検討

もしていく必要があるというふうに考えていると

ころでございます。

いずれにいたしましても、市町村行政を取り巻

く大きな潮流がございまして、今後とも市町村が

住民の方々の期待にこたえていくためには、個々

の市町村の行財政改革の努力だけではなく、より

広域的な連携も視野に入れた市町村合併による行

財政基盤の強化や行政体制の整備等の検討をひる

まず、おくれることなく真剣に議論することが必

要であるというふうに考えているところでござい

ます。

進捗状況、今後の取り組みについては、担当部

局の方から御答弁を申し上げます。

〔和気 豊君「一般的なことならそれで結構で

す」と呼ぶ〕

○議長（角谷英男君） 中谷総務部長。

○総務部長（中谷 弘君） 質問者の方からいいと

言われたんですけど、進捗状況を簡単に御説明を

さしていただきたいと思います。

御案内のとおり過日、２月２６日の読売新聞…

…（和気 豊君「その後で聞いてるからね、それ

以降の直近のやつについてお願いします」と呼ぶ）

わかりました。

泉州南広域行政研究会を立ち上げをしたわけで

ございますけども、その研究会では設立後、研究

会、幹事会、作業部会等を必要に応じて開催をい

たしております。大阪府でも平成１３年度、大阪

府の市町村合併推進要綱に基づいて府が独自で実

施をされております市町村合併ケーススタディー

の調査というのにも関心を持っておりますし、府

の協力要請にも応じておるところでございます。

そういう中でこれからの進め方でございますけ

れども、本年度末予定されております大阪府のケ

ーススタディーの調査でございますけども、結果

も踏まえながらということになろうと思いますけ

ども、研究会として今年度実施をいたした現況調

査をもとに、各市町における課題の抽出や行政サ

ービスの格差等について整理をしていきたいとい

うふうに考えております。この３月末にも幹事会

等を予定いたしておりますので、その中でも来年



度のこの研究会の事業につきましても十分議論は

していった中で進めてまいりたいというふうに考

えておりますので、よろしくお願いいたします。

○議長（角谷英男君） 藤岡市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（藤岡芳夫君） 市民生活環境

部の方からは、雇用問題につきまして御答弁を申

し上げます。

まず、先ほど議員も数字を申されましたが、本

市における雇用状況につきましては、近畿２府４

県の１２月完全失業率が６．１％ということで、有

効求人倍率につきましても佐野管内では０．３０倍

ということで、本市の雇用環境につきましては非

常に厳しいものと認識はしてございます。

本市の雇用対策としましては、毎月実施をして

おります労働相談や障害者雇用相談を初め、最新

の求人情報の提供、それから中小企業退職金共済

制度の助成、企業誘致促進条例による奨励金の交

付などの施策を実施し、雇用の促進に努めており

ます。

また、平成１４年度から――新年度なんですけ

れども、３カ年、地方公共団体が地域の実情に応

じ、緊急かつ臨時的な雇用を創出する事業としま

して緊急地域雇用創出特別交付金事業を積極的に

活用しまして、公園の美化事業や学校施設の清掃

などを予定しております。このような新規の雇用

施策を実施するとともに、従来からの雇用施策と

合同でやりたいと考えておりまして、引き続き雇

用の促進に努力してまいりたいと、このように考

えております。

それから、もう１点の地域の中小企業振興策に

ついて御答弁を申し上げます。

本市の繊維産業を中心としました工業の実態は、

平成８年の事業所数が２１７社、従業員数が４，１

６３人、製品出荷額が７２８億円であったのが、

平成１１年には事業所数で１９６社、従業員数で

３，９９０人、製品出荷額では６６２億円と相当数

減少をしております。また、泉州地域では平成１

３年１２月の負債額１，０００万円以上の企業倒産

件数は２２件となっており、地場産業を取り巻く

環境は一段と厳しい状況にあると認識をしており

ます。

このような状況の中で、本市としましては、融

－９６－

資利子の補給、中小企業退職金共済制度に対する

助成、それから府の制度融資の活用、企業誘致促

進条例による奨励金の交付、経営に関する相談、

また関係機関と連携を図りまして国・府の補助制

度の活用など支援に努めております。また、平成

１４年では、市街地における工場跡地についても

市の商工会と共同で実態の把握、これを調査して

いくとともに、情報の活用策などの整備を予定し

ております。現在の厳しい状況の中、地場産業の

振興が重要な課題であると十分認識しておりまし

て、従来からの施策の活用など、引き続き商工業

の振興、活性化に努力してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○議長（角谷英男君） 谷財務部長。

○財務部長（谷 純一君） 和気議員御質問の公共

工事のあり方について御答弁申し上げます。

まず一番最初に、今後危険校舎について課題が

あると、これをどういうふうにしていくかという

御質問があったと思います。

この危険校舎等につきましては、これは施設整

備ということで全体の施設の中の議論になってい

くのではないかなと、このように考えております。

この公共施設の維持管理費につきましては、施設

の老朽化に伴い経費も今後増大してまいります。

その中でどういうふうに考えていくかといいます

と、やはり経常的な経費でもございますので、我

々としましては、予算の範囲内で緊急を要するも

のから毎年度実施していくべきものであると、今

後もこのような形で対応してまいりたいと、この

ように考えております。

それと、続きましてもう１つ、地元業者への発

注についてどのように考えてるかという御質問も

あったと思います。

この公共工事のあり方でございますけれども、

本市の公共工事の発注につきましては、議員も御

承知のとおり、指名登録業者に行っております。

さらに、発注の際には基本的には市内業者の育成

という目的から、優先的に指名を行っているとこ

ろでございます。今後もこの方針に沿って公共工

事を実施してまいりたいと、このように考えてお

ります。



以上でございます。

○議長（角谷英男君） 大田健康福祉部長。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） 私

の方から、介護保険の保険料、利用料の減免につ

いて御答弁を申し上げます。

保険料の減免につきましては、平成１５年度以

降の保険料額も踏まえまして減免対象件数や減免

内容の見直しの検討をしてまいりたいと、このよ

うに考えておるところでございます。

また、余剰金につきましては、利用料減免も含

めまして第２期介護保険事業計画を作成する中で

検討をいたしておるところでございますが、原則

といたしまして将来の保険料の上昇を抑えるため

の繰り越し財源であることを踏まえまして、慎重

に取り組んでいかなければならないと考えておる

ところでございます。

また、１３年度末の剰余金の額でございますが、

約２億円程度ということになる予想でございます。

以上でございます。

○議長（角谷英男君） 山内都市整備部長。

○都市整備部長（山内 洋君） 公共工事のあり方

の中で具体例を挙げて御提案がございましたので、

お答えをさせていただきたいと思います。

まず、農業公園の整備事業をやめて市民の里を

整備すればどうかということでございますが、市

民の里につきましては、平成８年に、このときに

現状のまま利用するということを決めまして、現

在に至っておるわけでございます。主としてグラ

ウンドの部分ですね、これについて少年野球チー

ムなどが利用しておるというのが現状でございま

す。

それと、農業公園の整備事業につきましては、

国の補助事業でございます田園空間整備事業、ま

た経営構造対策事業、これらの取り入れを行い、

また大阪府よりの経済的、財政的な支援も得て進

めておるところでございますので、朝からお答え

をさせていただいたように、きちっと平成１７年

の春には整備できるように計画的に事業を進めて

おるところでございます。

また、砂川駅前の広場の整備、これについて時

期が尚早ではないかということでございますが、

平成１３年度の当初予算で用地の取得に当たって
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の債務負担を決定させていただきました。取り組

んだわけでございますけども、既にもう３月にか

かっておるわけでございまして、当初は更地によ

って用地を取得するということで地権者と話を進

めておったわけでございますけども、現時点では

まだ建物もございますし、１３年度の事業として

は用地の取得は困難な状況になっておるところで

ございます。

これと、債務負担につきましては１３年、１４

年、１５年度でこの期間に取得をするということ

になっておりますんで、今後１３年度に用地の取

得ができなかったわけでございますんで、整備事

業についてはどう進めていくのかということにつ

いては、地権者とも御相談させていただいて、進

め方についても検討していかなければならないと

いうところが現状でございます。

○議長（角谷英男君） 和気君。

○１９番（和気 豊君） 合併論といいますか、い

わゆる自治体の範囲ですね。これについては自治

が速やかに行える範囲、日常的な市民参加が成り

立つような空間、こういう尺度抜きにこれを考え

ることはできないだろうと、こういうように思う

んです。政治的な統一体と、こういう点では過去

の歴史や伝統を背景にして、文化に裏打ちされた

生活、生産の共同体として支えられていくもんだ

と、こういうように思います。

そういうところから、地方自治の基礎はまず住

民自身が参加できやすい、そういう範囲、これに

尽きるのではないかと。ここに自治体の規模や区

画、これを基本に決められるべきではないかと、

こういうように思うんです。住民自身がみずから

の生活範囲としていわゆる利便性をもとに決めて

いくと。住民の意思抜きにはこれ決められないん

ではないかと、こういうふうに思うんですね。

市長は１２月議会で、ある議員の方の質問にお

答えになって、今後の方向につきましては研究会

としまして今集約を行っている現況調査、この結

果と、それから大阪府にゆだねているケーススタ

ディーの調査結果を参考に、合併と広域的連携に

ついての課題を抽出していきたい、課題の抽出に

入りたいと、こういうふうに言われてるんですね。

片方は大阪府、これは国の合併推進のレールの



上に乗ってこういう事業を進めているわけですか

ら、補助金ももらってやってるわけですから。も

う一方は、合併を視野に入れて広域的な行政のあ

り方をという南大阪の広域行政研究ですか、これ

でやっていくと。どこに主体である住民の意思が

入る余地があるんですか。まさに、合併の課題を

つくり上げていく、まさにそのときに合併につい

て、市域の範囲について、住民自身がどういうよ

うに考えるか、その課題をつくるときにこそ住民

の参加を保障していく、このことが大事なんじゃ

ないですか。あなたの言われる今後の方向の中に

は、住民は入ってこないじゃないですか。行政の

範囲を決めるその主体である住民が入ってこない

じゃないですか。

今度の総合計画の策定についても、いろいろ市

長は住民参加、住民参加とよく言われる。私とち

ょっと認識違うんですが、市長は昨日のある議員

さんの質問に対する答弁で、いわゆる胸を張って

市民参加の成果の１つとしておはよう対話をやっ

てきたと、こういうことを具体的事例として挙げ

られて胸を張られました。

１３年に、５２週あるんですが、毎水曜日やっ

ておられるんですね、これ。各月の第３水曜日に

やっておられるんですね。１３年はわずか２件で

すよ。５２週ある中でね。これ、胸張って、これ

で市民参加を保障してるんだというような言われ

方をされますと、ちょっとどころか、ほんとに市

民参加をどういうように考えておられるのかなと、

私そういうふうに思いたくなるんです。

それで、例えば今京都で基本構想をつくってい

ます。ここの市長さんは保守系の市長さんですね。

共産党だけを除くオール与党の市長さんのところ

ですが、ここで基本構想がつくられてるんですが、

結局そこでは市民の承認を得ることが最大の条件

だと、市民参加だけでこれが揺らぐものではない

と、そういうことを確認して、その上で今日求め

られているのは、市民が市政の政策決定過程や政

策の実施のプロセスにどう参加していくか、その

権利をどう保障するか、こういうことが第１章で

明確にうたわれてるんです。これが私は今求めら

れている今日的な市民参加のあり方だと、こうい

うように思うんですよ。

－９８－

市長ね、一体市民の市町村合併に対する不安や

気持ち、これでどうなるんかというふうなことを

不問に付したまま、問われずにやられるのかどう

か。

それから市長ね、あなたは今私の質問にお答え

になったところで、スケールメリットという言葉

をお使いになって、ちょっとこの部分であったか

どうか忘れましたけれども、今大分いろいろメリ

ットで、国が、総務省が挙げているようなメリッ

トを何かそのままいろいろ言われました。余り問

題点を挙げられなかった。

その１つで、少子・高齢社会に対応できる活力

ある自立的地域社会の形成と。これ、丸々総務省

の言葉なんですが、そういうことを言われた。確

かに、介護保険なんていうのは、保険のあり方と

いうのは広域的にパイを大きくした方がいいと思

うんですが、しかしサービスは狭域的でなければ

ならないと思うんですよ。どうですか。

今、介護サービスをやっていくのに、行政だけ

でできないでしょう。ノウハウもありませんし、

ホームヘルパーそのものも市の職員さんではない。

企業にあるんです。企業に存するわけですね。

そういう企業と行政と、そしてまさに民間のボ

ランティアとが競合しながらこういう人的な介護

サービスを支えていく。こういう場合には余りだ

だっ広くやるよりも、まさに狭域的に３者が共同

できるようなシステムづくり、これの方がいいん

じゃないですか。だから、こういう問題について

行政区域が広くなることによってどうなるのか。

岸和田なんか行政区域が広いですよ。２０万超え

ました、人口がね。６つの支所があるんです。や

っぱり支所で住民の直接的な要望を受け取りなが

ら、そして行政対応をやってるんですよ。

もう合併すれば市役所要らなくなる。サービス

を受けるのに広域的な、いわゆる距離の遠いとこ

ろへ行かなければならないと、こういうようにお

考えでしょうか。そうじゃないでしょう。やっぱ

り支所の存在ということで、ここは残すべきでし

ょう。どっかの町庁舎や市庁舎は残すべきでしょ

う。同じことじゃないですか。市民サービスの観

点に立って、本当に市町村合併がいいと考えにな

っておられるのかどうか。



それから、財政問題だって前回も論議いたしま

した。１０年以降は地方交付税は漸減していく。

１５年からは全く同じ規模、合併して大体１５万

ちょっとの都市になるんですが、そういう場合に

２０億以上の交付税が減らされると。今、問題は

いいですよ。だからこそ、この合併が地域の活性

化に本当につながっていくのかと、こういう問い

かけに、共同通信社の設問ですが、これに対して

そうだなというふうにお答えになったのはわずか

５．６％。しかし、どんどん、どんどん国がせっつ

いてくると、バスに乗りおくれたらえらいことに

なるかもしれないということで、検討はしなけれ

ばならないというのがかなりふえてきていますが、

しかし本当に合併を推進しようという、地域の活

性化につながるから合併を推進だと腹の底から思

っておられる方は、アンケートの結果では５．６％

なんです。

だから冒頭、市長は積極的な推進論者として数

少ない――数少ないと言うたら語弊がありますね、

今そういう気持ちにならざるを得ない首長さんが

ふえておりますから、注目を浴びてますよという

ことを言ったんです。市長ね、そういう住民の参

加をどの時点で、どういう形で保障して、本当に

地方自治の主体である住民自治をこの合併論議の

中で貫いていかれるのか。この辺についてはこの

１点、私は冒頭登壇のとろで聞いたんです。今日

的なあり方、まさにこのことが問われてるという

ことで聞いたんです。そのことについてだけお答

えいただけますか。

○議長（角谷英男君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 今、私どもやっております

のは、１つの想定枠、２市１町という枠を想定い

たしておりますけども、そこで１つの行政体にな

った場合にどういうメリット、デメリットがある

のか。あるいはどういう将来のまちづくりを目指

すのかということをケーススタディー調査として

大阪府でやっていただいてるわけでございまして、

もちろん市民参加というのは当然でございまして、

そのためには一定の情報を提供しないといけない

わけです。今何もないわけですよね。

ですから、まずその２市１町で一緒に仮に１つ

の行政体となった場合、こういうことになります

－９９－

よと、こういうメリットがあります、デメリット

があります、財政的なシミュレーションもこうで

すというものをお示しして、それで一定そのこと

について関心を持っていただく。そして、それが

果たしていいのか悪いのかどうかということを考

えていただく。これは我々行政もそうですし、議

会の皆さんもそうだし、また市民の皆さんもそう

であるわけですね。

今の時点でそういう提供する材料がない中で、

市民参加、市民参加と言ったところで、なかなか

その理解を得られにくいわけです。ですから、大

阪府の方で１つのケースとしてやっていただく調

査でそれらについてかなり明らかになりますので、

それをまず提供して、そして将来の方向を考えて

いただくと。当然、我々も考えなきゃいけません。

議会の皆さん方もお考えいただかなきゃいけない

と思いますが、そういうことから始めようという

ことなんですよ。

ですから、そのスタートがあなたのおっしゃる

ように今何もない中で市民参加、市民参加と、こ

ういうふうにおっしゃるんですけども、私は一定

の具体的な材料といいますかね、情報を提供して

そこで十分お考えをいただくと、こういうスタン

スでございますから、御理解をいただきたいとい

うふうに思います。

それと、介護保険とかいろんなお話もございま

したけども、これらについては運営主体、これは

独立採算の保険事業でございますから、やっぱり

そういうスケールメリットを生かして、より効率

的な保険運営、その中でサービスの提供に還元し

ていくというようなことを考えていかなければい

けないわけですから、こういうことについてもそ

ういうスケールメリットがあるということを申し

上げたわけでございます。

それと期限、それから交付税の問題でございま

すけども、期限はこの前、総務大臣が期限延長は

しないと、こういうふうなことを明言されておら

れましたので、２００５年３月末で合併特例法が

切れるという認識でおります。今おっしゃった、

１０年間は合併前の地方交付税を保障するけども、

それ以降は段階的に減らして、１５年後にはその

自治体に見合ったものにしますよというのが今の



考え方です。それはそのとおりだと思います。

ただ、その交付税自身が今後ふえるというふう

にお考えでしょうか。私はふえないと思ってるん

ですね。だんだん減っていく。その中から優先的

にその合併したところに割り当てられていくと。

従前のものを確保していくわけですから、残りの

パイというのは少なくなっていくというふうに見

ないといけないというふうに思っております。そ

の中で、果たしてやっていけるのかどうかという

こともやはり真剣に考えなきゃいけない課題だと

いうふうに思っておりますから、その他さまざま

な課題はありますけども、住民参加といいますか、

市民の皆さんに理解をいただくというのは当然の

ことでございますから、我々もそういう調査が出

た段階で速やかに情報も開示をし、また広報等で

もこの合併問題についてシリーズ的に載せていき

たいと、このように考えております。

○議長（角谷英男君） 和気君。

○１９番（和気 豊君） 課題を具体的にするため

にも、私は今住民参加で―－一般的な合併の話に

ついては私たちも何冊か本ももらっております、

総務省からのね。推進本部のそういう資料とか、

大阪府の資料なんかももらっていますから、そう

いうものこそ市民の皆さんに提供して、一般的に

はこういう話なんだと、しかし皆さんが考えてお

られる具体的な懸念、こういうものを課題として

抽出をして、今具体の中身を明らかにしながらよ

り幅広い――住民参加というのは、住民の皆さん

みずからがそこに意思が働くような中身でなけれ

ばならないんです。一般的な話じゃなくて。

有識者の方は一般的な話でも、これはいろいろ

意見を展開されていくでしょうけども、一般住民

ならば話がより具体的で、自分たちの意思がそこ

に反映されている、課題の中に盛り込まれている、

よりそのものを切実に受けとめることができるわ

けで、ケーススタディーや、あるいは南大阪広域

研究会のそういう調査の中にこそ、今盛り込むべ

きだと、私はそういうふうに考えているんです。

それから市長ね、先ほど交付税、確かに減らさ

れると。しかし、一方でやっぱりこの合併特例債

ですね。この中でこの事業を全部やれば４００兆

円ぐらいになるんですよ。国はそういう矛盾した

－１００－

ことをちらつかせながら、合併促進、合併促進と

いうことを言い、特例債、これは実際借金ですが、

そういうものもふやしてやると、こういうことで

言ってきてるわけですね。矛盾することばかりな

んですよ。

そして、先ほど市長ね、権限の移譲された今と

言われたけれども、一番肝心な地方分権がやられ

ている中で、最も大事なその分権を地元、地方自

治体が遂行していく上で一番肝心な税源の移譲と

いうのがないんですよ。地方分権で一番問題はこ

こなんです。各市町村が異口同音にここを問題に

してるんです。

これをこそ市長、強く国に言って、地方交付税

の問題、これももちろん含めて、税源移譲の問題

できっちりと今国に言うべきではないだろうか。

国のそういうふうな地方交付税を出さないぞとい

うふうな脅迫めいたそういう言い方に屈服するん

ではなくて、まさに住民自身をみずから守ると、

こういう立場で国に言うべきはきっちり物を言う、

こういう態度が今まさに求められているんではな

いかと、私はこういうふうに思いますよ。

そういうことで、どこまで行っても市長とはな

かなかね。いやいや何ぼでも……、しかし１時間

の範囲でやらないけませんからね。

次に移ります。それで、先ほど雇用問題で担当

の部長から、緊急地域雇用創出特別基金の問題を

お出しになりました。具体的には、まさに今国か

らのこういう下しおかれたお金でやれる市独自の

施策というのはこれだけなんですよね。１１年か

ら１３年、もう既に五千数百万で執行されている

んですが、これでどれぐらいの雇用創出を図れた

んでしょうか。まだこれ、１４年から１６年、７，

０００万何がしかの予算がつきますが、配分額が

決定されておりますが、これでどれぐらいの雇用

創出になったんでしょうか。せっかくの国がチャ

ンスを与えてくれたわけですから、それを最大限

に生かして施策に当たられたというふうに思うん

ですが、どれぐらいになりましたか。

○副議長（東 重弘君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 一言だけ申し上げます。税

配分の問題については、我々市長会でも当然取り

上げておりますし、全国市長会でも取り上げてお



りまして、そしてその地方交付税に手をつけるん

であれば、それとあわせて税配分の見直しを一緒

にやれと、こういうことを強く申し入れておりま

すことだけ申し上げておきます。

○副議長（東 重弘君） 藤岡市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（藤岡芳夫君） 緊急地域雇用

創出特別交付金、この件について御答弁申し上げ

ます。

先ほども申し上げましたように……（和気 豊

君「雇用創出だけ聞いてるんや。何ぼの雇用創出

があったか」と呼ぶ）平成１４年から３カ年の間

実施するということで考えておりまして、肉づけ

的には予算につきましては６月議会で補正という

ことになろうかと、このように考えております。

ただ、今回我々が考えて……（和気 豊君「１

１年から１３年までの間にどれだけの実績あった

んやと」と呼ぶ）考えてますのは、今回１４年か

ら３カ年にする事業につきまして内容の説明を申

し上げたということでございます。議員が御質問

されているのは、平成１１年から１３年の間にや

った緊急地域雇用特別交付金、これのことだと思

うんですけれども、これにつきましては私どもが

担当したものではございませんので、申しわけご

ざいませんが、答弁につきましては別の部署から

申し上げたいと思います。

○副議長（東 重弘君） 谷財務部長。

○財務部長（谷 純一君） 議員御質問の１１年度

から１３年度、緊急地域雇用特別交付金で交付さ

れた事業につきましては９件ございまして、そし

てどれぐらい雇用されたかというところでござい

ますけれども、３年間で約８０人ほど雇用の創出

があったということでございます。

○副議長（東 重弘君） 和気君。

○１９番（和気 豊君） ５，３９６万４，０００円、

約５，４００万のいわゆる割当金があった。これで

８０人。私、資料いただいてるんですが、この中

には市営住宅の耐震診断、それから公立学校の施

設耐震診断、事前に聞いておりますけれども、大

手の設計コンサルにこの事業はお願いをしている。

地域の雇用創出には余り関係ない。確かに地域に

教育の問題、住宅の問題、生活環境の問題ですか

ら、大いに関係ある問題ですが、雇用創出という

－１０１－

点については、大手のコンサルに丸々この事業を

委託してるわけですから、大方これだけで１，３０

０万と。５，３００万のうちの１，３００万、約２０

％強ここへ使ってるわけですね。

全体から見ても８０人ぐらい。なぜもっと幅広

く吹田や枚方、北の方でやってるようなすべて雇

用の創出に充てる、幅広く充てる、何千人という

ふうな雇用創出を図っている。

私、なぜこういうふうに言うかといいますと、

ほんとに今泉南市の雇用が大変な状況なんです。

先ほど申し述べられました。私の言うたことを補

足して、さらに大変な状況が披瀝をされました。

これからさらに１４年からまたやっていく。どう

いう姿勢で臨んでいくのか。雇用に直接関係ない

ような事業を展開されるためにこれを使われるの

か。これは予算にかかわって極めて重要な意味合

いを持つと思いますけれど、この辺の――済んだ

ことは仕方がないですけれども、やっぱりここで

一定の反省を糧にしながら純粋に雇用創出に充て

ていくんだと、こういう立場をひとつ明らかにし

ていただきたいというふうに思うんですが、これ

は市長、どうでしょうか。

○副議長（東 重弘君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 特別対策に該当する事業と

いうのは、国からも一定の歯どめをかけられてい

るわけでございまして、その範囲の中で泉南市に

とって最も重要なものに使うという形でやってき

ております。次年度以降の部分については、具体

にこれから１４年度まだあと６月で肉づけ補正を

やるということでございますから、その時点に計

上したいというふうに思いますけども、その趣旨

を体して、できるだけ地域の皆さんの雇用の確保

につながるものということの中で考えていきたい

というふうに思います。

○副議長（東 重弘君） 和気君。

○１９番（和気 豊君） 余りやってきたことに対

する反省がないんですが、明確に趣旨の中の支給

要件の中に、新規雇用、就業を生じる効果が大き

いことと、こういうことであるわけですね。間接

的にはこの診断の結果、住宅や学校を改修すると

いうことに使われるわけですから、間、間、間接

的にはこれは意味あることでしょうけれども、や



っぱりこういう１つの決まりが明確にある以上、

これはひとつはっきりとしておいていただきたい

なと、こういうふうに思うんです。

それから、今本当に悠長な泉南市の地場産業の

振興のあり方について言われました。例えば、泉

南市で今特紡といいますと、パイルヤーンという

関係、セミ梳毛の関係が唯一残っているように聞

いておるんですが、全部で１８社泉南地域である

と。そのうち１０社がもう既に倒産をしているん

ですね。泉南市では７つのうち３つが倒産をして

いると。こういう状況にあるわけです。まさに、

特紡はこの地域ではいわゆる倒産、廃業されたと

ころが多数派になっている。泉南市でも多数派に

なりつつある。今、１つうわさがあるところが出

れば多数派になると。今まさにそういう状況なん

です。

そういう中で、旧態依然たる振興策しかとられ

ていないという、ここの問題は真剣に考えていか

なければならないんではないか、こういうふうに

思うんです。私は、まずやっぱり実態調査を職員

みずからが率先して――専門の商工会なんかにお

願いするということもいいでしょうけれども、各

商工会ではやってきてるわけですね。やっぱり税

金収納対策については、これは部課長さんが率先

して足を運ばれている。

今、東大阪でそういうことをやってるんですよ。

税金の滞納処理の問題だけではなくて、どう地域

の地場産業を活性化さしていくか、振興さしてい

くかということで、まず実態を踏んまえて、それ

を科学的に分析していかなければ知恵が出てこな

いわけですから、そういうことをやるための大変

な苦労をされている。それに倣って、多くの市が

今そういう展開をされている。

泉南市は、ＮＰＯの立ち上げの問題なんかを含

めて商工関係の従来の仕事の範囲が膨大になりま

したけれども、私は今こそ地域の活性化、これを

図るためにも、やはり地場産業の果たしてる役割

というのは、祭りや文化の伝統を受け継いで、さ

らにそれを発展させるというような大きな役割も

担ってこられました。そういう意味から、単に営

業の問題だけではない。その果たしてこられた今

日までの役割等にもかんがみて、これはひとつ体
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制の強化を含んで、その体制強化のもとに、そし

て部署がその限りであれば部署を離れてでもこの

実態調査に足を踏み出していくと。他市にいい先

例があるわけですから、そういうことをやるべき

ではないかなというふうに思うんですが、この辺

についてはもう藤岡さんは今期を限りにおやめに

なるということなので、全体的な立場に立ってお

られる、これも市長さんにひとつ御答弁をいただ

きたいなと、こういうふうに思います。

○副議長（東 重弘君） 向井市長。残り２分でご

ざいます。

○市長（向井通彦君） 特に工業系ですね、御指摘

ありました特紡もそうですし、特紡糸、手袋なん

かもそうですが、こういう方々とは常に接触を持

っていろんな御要望もお聞きしてはおるわけでご

ざいますが、特に特紡糸の方は意欲を持って、新

しいエコ手袋なんかにシフトしていってるという

ことでございますんで、グリーン購入なんかで我

が市もＰＲを他市にもやっていっておりますし、

そういうことをやっております。府の助成関係も

仲立ちをさしていただいております。

もう１つの特紡等については、こちらも非常に

厳しい状況が続いてるわけでございまして、これ

の実態調査といいますか、ヒアリングですね。こ

れについてはそんな大きな数の企業でもありませ

んから、それは職員でもっても十分対応できると

いうふうに思いますので、この点については近々

やらせたいと、このように思います。

○副議長（東 重弘君） 和気君。残り１分です。

○１９番（和気 豊君） 介護保険の問題ですね。

部長ね、いわゆる後年度に回すというふうに言っ

ても、１３年度また７，０００万から８，０００万の

余剰金が出てるじゃないですか。２億になってる

じゃないですか、１億３，０００万が。明らかに回

すよりも余剰が出てるんじゃないですか。１億３，

０００万が少なくなってるというのであればわか

りますよ。ふえてるんじゃないですか、余剰金が。

お年寄りの方がみずからサービスを切り縮めて、

負担が大きいがために１００％のサービスを受け

られなくて、みずから切り縮めてる、そのことを

要因にしてふえてるんじゃないですか。これにつ

いてどうい結論を出すのか。あいまいな態度では



１２月、９月議会と一緒じゃないですか。ふえて

るという現実、ふえたら当然施策に回すと、こう

いう答弁じゃないですか。答えなさい。

○副議長（東 重弘君） 和気議員、時間ですので。

大田健康福祉部長。簡潔に。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） 簡

潔に答弁せえと言われましたんで、私簡潔に答弁

さしていただいたつもりでございます。

１４年度以降、介護型療養施設、これは白井病

院ですが、これが本年度より１００床がふえると。

また、りんくうタウンに済生会の老人保健施設９

０床がふえるというような状況もございまして、

１４年度以降の保険給付費が大幅に伸びるという

中で、剰余金の取り扱いについては慎重にならざ

るを得ないということでございますので、よろし

く御理解のほどお願い申し上げます。

○副議長（東 重弘君） 以上で和気議員の質問を

終結いたします。

お諮りいたします。本日の日程は全部終了いた

しておりませんが、本日の会議はこの程度にとど

め延会とし、来る１１日午前１０時から本会議を

継続開議いたしたいと思います。

これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」の声あり〕

○副議長（東 重弘君） 御異議なしと認めます。

よって本日の会議はこの程度にとどめ延会とし、

来る１１日午前１０時から本会議を継続開議する

ことに決しました。

本日はこれをもって延会といたします。

午後４時３１分 延会

（了）
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